








協定的構成主義の立場からみた数学授業の開発 

 
教職実践高度化コース 榎本 翔太 

 
１．研究の目的 

 本研究では，生徒が他者と協働し，情報を再構築することや，基礎的・基本的な知識を活用・

応用して問題を解決，説明（数学的に表現）する授業を目指す。そこで，協定的構成主義の立

場から，構成的アプローチに基づく数学授業を開発することが本研究の目的である。 

 
２．研究の方法 

 まずは，協定的構成主義，構成的アプローチの概念を整理する。そして，担当コースの実態

を分析し，二つの授業を提案する。さらに，構成的アプローチを取り入れた理想的な授業を一

つ提案する。最後に，考察を行う。本稿では三つの授業提案のうち，中学校第２学年，連立方

程式の加減法における計算の決まりを協定するための授業について述べることにする。 
 
３．概念整理 

 本稿では，中原（1995）による協定的構成主義と構成的アプローチについて概念を整理する。 

協定的構成主義とは，「数学的知識は子どもたちによって心的に構成され，その構成された

ものが，ある手段において洗練され，協定されていく」とする認識論である。論争，交渉，協

議などにより，整合性，適合性，機能性，合理性，効率性などの視点を踏まえて協定へと至る

（中原, 1995）。 

 
表１ 中原による授業過程モデル第２次案の内容 (中原, 1995, p.143) 

過程 内容 

P1： 

意識化 

構成しようとする数学的知識の発生源と出会い，そこから問題を意識化し，その

解決へ向けて見通しを立てる段階。 

P2： 

操作化 

源問題に関する見通しに基づいて，その解決を目指して操作的活動を行い，構成

しようとする知識の原型をつくり出す段階。 

P2.5： 

媒介化 

必要な場合に，操作化と反省化との間に設ける段階で，教材や子どもに応じて，

源問題と関連しているけれども新たなる内容をもつ問題に取り組んだり，操作化

の段階に類似した活動を行ったり，反省化の段階に近づく，当該知識の本質的部

分の一端を抽象したりする。 

P3： 

反省化 

操作化や媒介化の段階における活動を振り返って数学的抽象，数学的一般化を行

い，数学的知識を構成する段階。反省的思考が重要な働きをする。 

P4： 

協定化 

構成した知識を整理し，整合性，適合性などを検討し，そして生存可能な知識を

協定する。 

 
構成的アプローチとは，協定的構成主義に基づき，子どもたちが主体的に数学的知識を構成

していくような授業の創造を意図した授業アプローチである。「子どもたちは算数的知識を自

らの構成によって獲得する」，「教室は子どもたちが算数という文化をつくり出すところ」と

いう算数・数学観とそれを踏まえた，導入題の工夫，表現方法の工夫，構成的相互作用の工夫，

反省的思考の活性化の四つの工夫を要する。さらに，意識化，操作化，媒介化，反省化，協定

化という５段階の授業過程からなる授業アプローチである。表１は授業過程の内容を示したも

のであり，知識の協定に至るまでに，意識化，操作化，媒介化，反省化，協定化は非線形的に

展開される。 
 
４．担当コースの実態と協定的構成主義の在り方 

(1)  担当コースの実態 
 19名で構成される少人数コースである。話し合いをしたり，理解度の高い友達に教えてもら
ったりすることで理解しようとするなど，他者との協働は活発である。しかし，数学や計算を

苦手とする生徒が希望して所属するコースであり，基本的な四則演算に時間を要したり，考え

たことを他者に伝えることを苦手としたりする生徒も在籍していた。 
 
(2)  協定的構成主義の在り方 
図１は，構成的アプローチを取り入れた授業実践における教師の介入量と生徒の能動性・主

体性を表現したものである。構成的アプローチを取り入れるうえで，教師主導の授業から生徒

主体の理想的な授業へと移行するためには，教師の介入を減らし，生徒の能動性・主体性を増

やしていく必要があることを表している。 

 

 
図１ 生徒主体の授業への移行 

 

担当コースでは，意見や疑問等を共有する際，自由に離席し，話しやすい友達と話すことが

許されており，自由にコミュニケーションをとることができていた。しかし，構成的アプロー

チを取り入れた授業のもと，生徒同士の協働によって知識を構成・協定した経験はない。した

がって，担当コースを図１の初期段階に位置づけ，授業を計画・実施していくことにした。 
 
５．授業計画・実践・分析・改善（中２：連立方程式「加減法における計算の決まり」の協定） 

(1)  授業計画・実践（１時間目・２時間目） 
 加減法についての授業２時間を対象に構成的アプローチを取り入れた授業を，表２・３のよ

うに計画・実施した。１時間目の学習内容が２時間目では活用できないことが，加減法におけ

る計算の決まりを考える動機づけとなると考えた。したがって，１時間目は，加減法における

計算の決まりを協定するための「意識化」と位置付けた。２時間目では，新出語句である加減

法に関するまとめ１を全体で作成後，「消去したい文字の係数の符号が同じ場合は左辺どうし，

右辺どうしをひき，異なる場合はたす」ことを協定し，これをまとめ２として位置づけた。 
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表２ 加減法の決まりを協定するための活動内容（１時間目） 

P1： 
意識化 

「左辺どうし，右辺どうしをひくことで連立方程式を解くことができること」を 

 学習 

 

表３ 加減法の決まりを協定するための活動内容（２時間目） 

P1： 
意識化 

①めあての設定（めあて「連立方程式を解こう」） 

②１時間目の学習内容が使えない（文字が消去されない） 

⇒ 文字を消去する方法について考えようとする 

P2： 
操作化 

①文字を消去することを目的とし，二つの二元一次方程式を操作する（計算） 

（個人思考 → 協調学習） 

P2.5： 
媒介化 

①１時間目や導入（前時の復習）に立ち返り，連立方程式の解き方について考え

る 

P3： 
反省化 

①これまでの内容を振り返り，教師とのやり取りの中で加減法の決まりを構成す

る 

P4： 
協定化 

①これまでの学習内容を全体で振り返り，整合性を検討する 

②構成した加減法の決まりを本時のまとめとして整理する 

 
 ２時間目導入の意識化では，既習の方法では文字を消去することができないことに対して生

徒が困惑したり，悩んだりする様子が見られた。さらに，文字を消去するために，活発な生徒

同士の協働や操作（計算）が見られた。展開では練習問題を解き，解法や答えを全体で発表す

る場を設けた。そして，「問題を見ただけで左辺どうし，右辺どうしをひくかたすかの判断が

できるか」と問いかけ，生徒と教師のやり取りから，加減法の決まりを構成した。さらに，教

師の介入として，本時の授業内容や黒板，前時のノートを振り返るように指示をした（反省化，

媒介化）。整合性を検討し，まとめ２を全体で確認した。 
表４は加減法における計算の決まりを協定し，まとめ２を作成するまでの教師と生徒のやり

取りを文字に起こしたものである。 
 

表４ ２時間目：加減法における計算の決まりを協定するまでの発話記録 

1 加減法についてまとめる（まとめ１）  6 T 見てどうすればいいの？ 

2 T うやって（たすかひくかを）判断す
ればいい？ 

 
7 S 符号が同じ時はひいて，違うとき

はたせばいい！  
3 S 符号を見る！  8 T 本当にそれでいい？ 
4 T なんの？  9 振り返り・整合性の検討，確認 
5 S 係数が同じところの！  10 計算の決まりを協定（まとめ２） 

 
(2)  授業分析・改善（２時間目） 
 表４を見ると，知識の構成・協定のきっかけはすべて教師の介入（生徒への意図的発問）で

あり，本実践の課題である。さらに，理解度の高い生徒と教師のやり取りだけで知識が構成さ

れていることも本実践の課題である。そこで，これらの課題の原因は，２時間目の意識化にあ

ると筆者は考えた。そしてここでは，改善策を二通り提案する。 
 一つ目は，２時間目のめあての変更である。２時間目のめあてが「連立方程式を解こう」で

あった（表３，P1：意識化①）ために，生徒にとっての最終目標は「連立方程式を解くこと」
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表２ 加減法の決まりを協定するための活動内容（１時間目） 

P1： 
意識化 

「左辺どうし，右辺どうしをひくことで連立方程式を解くことができること」を 

 学習 

 

表３ 加減法の決まりを協定するための活動内容（２時間目） 

P1： 
意識化 

①めあての設定（めあて「連立方程式を解こう」） 

②１時間目の学習内容が使えない（文字が消去されない） 

⇒ 文字を消去する方法について考えようとする 

P2： 
操作化 

①文字を消去することを目的とし，二つの二元一次方程式を操作する（計算） 

（個人思考 → 協調学習） 

P2.5： 
媒介化 

①１時間目や導入（前時の復習）に立ち返り，連立方程式の解き方について考え

る 

P3： 
反省化 

①これまでの内容を振り返り，教師とのやり取りの中で加減法の決まりを構成す

る 

P4： 
協定化 

①これまでの学習内容を全体で振り返り，整合性を検討する 

②構成した加減法の決まりを本時のまとめとして整理する 

 
 ２時間目導入の意識化では，既習の方法では文字を消去することができないことに対して生

徒が困惑したり，悩んだりする様子が見られた。さらに，文字を消去するために，活発な生徒

同士の協働や操作（計算）が見られた。展開では練習問題を解き，解法や答えを全体で発表す

る場を設けた。そして，「問題を見ただけで左辺どうし，右辺どうしをひくかたすかの判断が

できるか」と問いかけ，生徒と教師のやり取りから，加減法の決まりを構成した。さらに，教

師の介入として，本時の授業内容や黒板，前時のノートを振り返るように指示をした（反省化，

媒介化）。整合性を検討し，まとめ２を全体で確認した。 
表４は加減法における計算の決まりを協定し，まとめ２を作成するまでの教師と生徒のやり

取りを文字に起こしたものである。 
 

表４ ２時間目：加減法における計算の決まりを協定するまでの発話記録 

1 加減法についてまとめる（まとめ１）  6 T 見てどうすればいいの？ 

2 T うやって（たすかひくかを）判断す
ればいい？ 

 
7 S 符号が同じ時はひいて，違うとき

はたせばいい！  
3 S 符号を見る！  8 T 本当にそれでいい？ 
4 T なんの？  9 振り返り・整合性の検討，確認 
5 S 係数が同じところの！  10 計算の決まりを協定（まとめ２） 

 
(2)  授業分析・改善（２時間目） 
 表４を見ると，知識の構成・協定のきっかけはすべて教師の介入（生徒への意図的発問）で

あり，本実践の課題である。さらに，理解度の高い生徒と教師のやり取りだけで知識が構成さ

れていることも本実践の課題である。そこで，これらの課題の原因は，２時間目の意識化にあ

ると筆者は考えた。そしてここでは，改善策を二通り提案する。 
 一つ目は，２時間目のめあての変更である。２時間目のめあてが「連立方程式を解こう」で

あった（表３，P1：意識化①）ために，生徒にとっての最終目標は「連立方程式を解くこと」

であったと考えられる。したがって，生徒は連立方程式を解くことで満足し，自発的に加減法

における計算の決まりについて考え，協定するまでに至らなかったと考えた。そこで，文字を

消去できない問題に生徒が躓いたタイミングで生徒の声を拾い「文字を消去する方法を見つけ

よう」などのめあてを設定することを提案する。 
 二つ目は，連立方程式を解く過程の理由に着目させる発問や意識づけをより多く取り入れる

ことである。例えば，ただ左辺どうし，右辺どうしをひくことで文字を消去するのではなく，

「なぜ文字を消去したいか（消去する必要があるのか）」に注目させるための発問等を投げか

けることが挙げられる。生徒にとっての既習事項（一元一次方程式であれば方程式を解くこと

ができること）を強調して取り扱うことで，連立方程式を見たときに，「どのように操作する

と文字を消去できるか」を生徒達が意識するのではないだろうか。 

 本実践は，加減法における計算の決まりを協定するために整合性を検討する機会が少ないこ

とも課題である。そこで，媒介化と反省化の活動内容を改善することとした。媒介化と反省化

において，担当コースをいくつかのグループに分け，それぞれのグループに連立方程式の問題

を提示する。ここで扱う問題の数値はグループごとに異なるように設定する。実際にその問題

を解いたり，その過程や結果について他者と話し合ったりすること，グループごとに話し合っ

たことを全体で共有したりすることなどを通し，整合性や一般性を検討・確認させたい。 

図１の初期段階から，教師の介入によって生徒が整合性や一般性を検討する機会を設定する

必要があると考えている。構成した知識の整合性や一般性を検討することの必要性や重要性に

生徒が気づいたり，その習慣が生徒に身に付いたりすることが期待でき，生徒が主体となって

知識を構成する理想的な授業（図１，後期）へと移行していくと考えている。 

 
６．成果と課題 

 本研究の成果として，次の四点があげられる。 
一点目は，今後必要とされる能力の獲得・育成に必要な概念を整理することができたことで

ある。二点目は，数学や計算を苦手とする生徒が多く在籍する学習集団における協定的構成主

義や構成的アプローチの在り方について考察することができたことである。三点目は，協定的

構成主義の立場から二つの授業実践を分析し，授業を提案することができたことである。四点

目は，中学校第１学年，データの活用，確率の意味に関する授業を開発したことである。 
本研究の課題として，次の三点があげられる。 
一点目は，協定的構成主義や構成的アプローチの在り方，教師の介入について，図１の初期

段階を中心とした研究になっていることである。二点目は，提案した三つの授業が未実践であ

り，効果が未知であることである。三点目は，協定的構成主義の立場にから，本研究で扱って

いない学習内容を分析し，授業を計画・実践することである。 
 
引用・参考文献 

下村岳人(2019). 「数学的知識の協定にみる数学的交渉の役割」. 日本科学教育学会誌研究会

研究報告, 第 34巻, 第３号, p.29-34. 
中原忠男(1995). 『算数・数学教育における構成的アプローチの研究』. 聖文新社. 

中原忠男(1999). 『構成的アプローチによる算数の新しい学習づくり』. 東洋館出版社. 

 

103



児童の表現活動を中心とした構成的アプローチに基づく 

算数授業の開発 

 

教科領域指導力高度化コース 黒木 敬亮 

 

１. 研究の目的 

先行研究から，子どもが人間形成をするために，教師が知識を提示するのではなく，子ども

自身が知識の構成をすることが重要であると考えた。知識を構成する過程を子どもが体験する

ことで，自立して思慮深い人間になると捉えた。以上のことを踏まえて，本研究の目的は，構

成的アプローチに基づく子どもの知識構成を中心とした算数授業の開発とした。そのために，

構成主義，多世界パラダイムはどのような概念か,中原（1995）が提唱した表現体系，構成的ア

プローチはどのような概念か,また，構成的アプローチを視座とした授業モデルはどのような

ものか,構成的アプローチを視座した授業モデルを基にデザインした授業はどのようなものか,

デザインした授業の改善案はどのような有効性や妥当性があるか,という 4 つの研究課題を設

定し，研究を進めることとした。 

 

２. 構成的アプローチとは 

構成的アプローチは，協定的構成主義の立場に基づいて授業過程の段階を設定している。構

成的アプローチは，子どもが主体的に数学的知識を構成していくような授業の創造を意図して

いるものである（中原,1995,p.130）。以上のことを踏まえて，中原は構成的アプローチを CA1

から CA5 の 5 つに整理した。CA1 は，子どもは数学的知識を，根源的には，子ども自身による

心的構成によって獲得するとしている。CA2は，子どもは数学的知識を，基本的には，意識化，

操作化，媒介化，反省化，協定化の過程を通して構成するとしている。CA3は，子どもによる数

学的知識の構成過程においては，対象への働きかけ，すなわち操作的活動とその反省的思考が

中心的な働きをするとしている。CA4 は，子どもは数学的知識を，教師とのあるいは子どもど

うしの構成的相互作用を通して，構成し，批判し，修正し，そして生存可能な（viable）知識

として，それを協定するとしている。CA5は，子どもによる数学的知識の構成過程においては，

5つの表現様式すなわち，現実的表現，操作的表現，図的表現，言語的表現，記号的表現が重要

な働きをするとしている。 

CA2 は子どもが知識を構成するための学習過程について述べており，その学習過程には 5 つ

の段階がある。P1（意識化）は，構成しようとする数学的知識の発生源と出会い，そこから問

題（源問題）を意識化し，その解決へ向けて見通しを立てる段階である。P2（操作化）は，源

問題に関する見通しに基づいて，その解決を目指して操作的活動を行い，構成しようとする知

識を創りだす段階である。ここでの操作的活動は，具体的操作であることが多いが，念頭的操

作，記号的操作などであることもある。P2.5（媒介化）は，操作化と反省化の間に設ける段階

である。教材や子どもに応じて，源問題と関連しているが新たな内容をもつ問題に取り組んだ

り，操作化の段階に類似した活動を行ったり，反省化の段階に近く，当該知識の本質的部分の

一端を抽象したりする。P3（反省化）は，操作化や媒介化の段階における活動を振り返って数

学的抽象，数学的一般化を行い，数学的知識を構成する段階である。P4（協定化）は，構成し
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児童の表現活動を中心とした構成的アプローチに基づく 

算数授業の開発 

 

教科領域指導力高度化コース 黒木 敬亮 

 

１. 研究の目的 

先行研究から，子どもが人間形成をするために，教師が知識を提示するのではなく，子ども

自身が知識の構成をすることが重要であると考えた。知識を構成する過程を子どもが体験する

ことで，自立して思慮深い人間になると捉えた。以上のことを踏まえて，本研究の目的は，構

成的アプローチに基づく子どもの知識構成を中心とした算数授業の開発とした。そのために，

構成主義，多世界パラダイムはどのような概念か,中原（1995）が提唱した表現体系，構成的ア

プローチはどのような概念か,また，構成的アプローチを視座とした授業モデルはどのような

ものか,構成的アプローチを視座した授業モデルを基にデザインした授業はどのようなものか,

デザインした授業の改善案はどのような有効性や妥当性があるか,という 4 つの研究課題を設

定し，研究を進めることとした。 

 

２. 構成的アプローチとは 

構成的アプローチは，協定的構成主義の立場に基づいて授業過程の段階を設定している。構

成的アプローチは，子どもが主体的に数学的知識を構成していくような授業の創造を意図して

いるものである（中原,1995,p.130）。以上のことを踏まえて，中原は構成的アプローチを CA1

から CA5 の 5 つに整理した。CA1 は，子どもは数学的知識を，根源的には，子ども自身による

心的構成によって獲得するとしている。CA2は，子どもは数学的知識を，基本的には，意識化，

操作化，媒介化，反省化，協定化の過程を通して構成するとしている。CA3は，子どもによる数

学的知識の構成過程においては，対象への働きかけ，すなわち操作的活動とその反省的思考が

中心的な働きをするとしている。CA4 は，子どもは数学的知識を，教師とのあるいは子どもど

うしの構成的相互作用を通して，構成し，批判し，修正し，そして生存可能な（viable）知識

として，それを協定するとしている。CA5は，子どもによる数学的知識の構成過程においては，

5つの表現様式すなわち，現実的表現，操作的表現，図的表現，言語的表現，記号的表現が重要

な働きをするとしている。 

CA2 は子どもが知識を構成するための学習過程について述べており，その学習過程には 5 つ

の段階がある。P1（意識化）は，構成しようとする数学的知識の発生源と出会い，そこから問

題（源問題）を意識化し，その解決へ向けて見通しを立てる段階である。P2（操作化）は，源

問題に関する見通しに基づいて，その解決を目指して操作的活動を行い，構成しようとする知

識を創りだす段階である。ここでの操作的活動は，具体的操作であることが多いが，念頭的操

作，記号的操作などであることもある。P2.5（媒介化）は，操作化と反省化の間に設ける段階

である。教材や子どもに応じて，源問題と関連しているが新たな内容をもつ問題に取り組んだ

り，操作化の段階に類似した活動を行ったり，反省化の段階に近く，当該知識の本質的部分の

一端を抽象したりする。P3（反省化）は，操作化や媒介化の段階における活動を振り返って数

学的抽象，数学的一般化を行い，数学的知識を構成する段階である。P4（協定化）は，構成し

た知識を整理し，整合性，適合性などを検討し，生存可能な知識を協定する段階である。 

また，中原（1995）は協定的構成主義に基づいて授業過程のモデルを整理した（中

原,1995,p.143）。図 1は中原が整理した授業過程モデルの第 2次案である。 

 

 

図 1 中原（1995）が整理した授業過程モデルの第 2次案 

 

３. 表現様式，授業モデルとは 

Brunerの EIS原理，Haylockの表現体系，表現方法の先行研究の考察を基に，中原(1995)は

数学教育における 5つの表現様式を，現実的表現，操作的表現，図的表現，言語的表現，記号

的表現と整理した。現実的表現は，実世界の状況，実物による表現である。操作的表現は，具

体的な操作活動による表現，人為的加

工，モデル化が行われている具体物，教

具等に動的操作を施すことによる表現

である。図的表現は，絵，図，グラフ等

による表現である。言語的表現は，日本

では日本語，米国・英国などでは英語

など，各国の日常言語を用いた表現」

である。記号的表現は，数字，文字，

演算記号，関係記号など数学的記号を用いた表現である。中原(1995)では，5 つの表現様式か

らなる表現体系を図 2のように表している。現実的表現は，源問題を意識化する「意識化」と

主に対応する。操作的表現は，操作的活動を中心とする「操作化」と対応する。図的表現は操

作的活動のイメージ形成として「媒介化」で用いられる。また，操作的活動を振り返る「反省

化」においても関わりがある。「反省化」では言語的表現も大きく関係する。記号的表現は知識

の協定をする「協定化」で用いられる。以上のことを踏まえて，中原（1995）は授業過程モデ

ルの第 2次案と表現様式の間の対応を図 3のように整理し，本研究における授業モデルとして

位置付ける。 

 

 

図 3 本研究における授業モデル 

 

図 2 中原が表した５つの表現様式からなる表現体系 
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４. 授業の実際 

ここでは小学校第 3学年「1けたをかけるかけ算の筆算」第 4時（十の位に繰り上がるか

け算の筆算）の実際を述べる。表 1は授業の実際の各段階における授業構成である。 

 

表 1 授業の実際の各段階における授業構成 

P1 意識化 繰り上がりのないかけ算の筆算の方法の復習，学習問題として

「24×3を筆算で計算しよう。」を提示する（記号的表現） 

P2 操作化 かけ算シートを用いて，十の位から計算する方法と一の位から計算す

る方法の 2種類の方法で 24×3の筆算を考える（操作的表現）。 

P3 反省化 操作化の段階をふりかえり，繰り上がりのあるかけ算の筆算の方法を

構成する（操作的表現⇒言語的表現）。 

P4 協定化 繰り上がりのあるかけ算の筆算の方法（十の位から計算する方法,一

の位から計算する方法）を協定する（言語的表現⇒記号的表現）。 

 

 意識化では，24×3=612 と教師が誤答することにより，繰り上がりに関する問いを子ども

が持つことができた。 

操作化では，24×3 の筆算をかけ算シートを用いて考えた。授業後のかけ算シートを分析

した結果，正解した子どもが多く，繰り上がりに関する記述をした子どもが居たことから，

操作的表現を用いて繰り上がりに関する知識を構成することができた。 

反省化では操作化の段階を振り返り，かけ算シートでの考え方を言葉で説明する活動を取

り入れた。かけ算シートを用いた筆算から一段組の筆算へと移行する際に，理解に困難を示

す子どもが多かったため，知識を抽象化する段階で課題があった。 

 協定化では，十の位から計算する方法と，一の位から計算する方法を全体で共有し，クラ

スでの筆算のルールとして，2 種類の筆算の方法を協定できた。しかし，子どもがそれぞれ

の位から計算するよさを子どもが実感することができなかった。 

 

５. 授業の改善案 

第 4時の改善するべき課題として，児童同士の相互作用を意識し，知識を練り上げていく

指導という課題を設定する。表 2は改善した授業の指導過程である。 

 

表 2 授業構成（改善案） 

P1 意識化 繰り上がりのないかけ算の筆算の方法の復習，学習問題として 

「24×□を筆算で計算しよう。」を提示する（記号的表現）。 

P2 操作化 かけ算シートを用いて，十の位から計算する方法と一の位から計算す

る方法の 2種類の方法で 24×3の筆算を考える（操作的表現）。 

P3 反省化 かけ算シートを用いて考えた操作化の段階を振り返り，繰り上がりの

かけ算の筆算はどのようにするかを検討する。 

P4 協定化 児童の中で考えを修正，構成するために，一の位から計算するよさを

話し合い，筆算の方法をまとめる（言語的表現⇒記号的表現）。 
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 意識化では，24×3=612 と教師が誤答することにより，繰り上がりに関する問いを子ども

が持つことができた。 

操作化では，24×3 の筆算をかけ算シートを用いて考えた。授業後のかけ算シートを分析

した結果，正解した子どもが多く，繰り上がりに関する記述をした子どもが居たことから，

操作的表現を用いて繰り上がりに関する知識を構成することができた。 

反省化では操作化の段階を振り返り，かけ算シートでの考え方を言葉で説明する活動を取

り入れた。かけ算シートを用いた筆算から一段組の筆算へと移行する際に，理解に困難を示

す子どもが多かったため，知識を抽象化する段階で課題があった。 

 協定化では，十の位から計算する方法と，一の位から計算する方法を全体で共有し，クラ

スでの筆算のルールとして，2 種類の筆算の方法を協定できた。しかし，子どもがそれぞれ

の位から計算するよさを子どもが実感することができなかった。 

 

５. 授業の改善案 

第 4時の改善するべき課題として，児童同士の相互作用を意識し，知識を練り上げていく

指導という課題を設定する。表 2は改善した授業の指導過程である。 

 

表 2 授業構成（改善案） 

P1 意識化 繰り上がりのないかけ算の筆算の方法の復習，学習問題として 

「24×□を筆算で計算しよう。」を提示する（記号的表現）。 

P2 操作化 かけ算シートを用いて，十の位から計算する方法と一の位から計算す

る方法の 2種類の方法で 24×3の筆算を考える（操作的表現）。 

P3 反省化 かけ算シートを用いて考えた操作化の段階を振り返り，繰り上がりの

かけ算の筆算はどのようにするかを検討する。 

P4 協定化 児童の中で考えを修正，構成するために，一の位から計算するよさを

話し合い，筆算の方法をまとめる（言語的表現⇒記号的表現）。 

実際の授業では，一段組の筆算へと移行する際に課題があった。そのため，数え棒とかけ

算シートを用いて考える，かけ算シートに数字を記入して考える，一段組の筆算の順に考え

ることで，知識を抽象化できると考える。また，協定化では一の位から計算するよさを話し

合うことで，子どもの中で考えを修正し，知識を構成することができるのではないかと考え

る。 

授業モデルに基づいた改善案は 2つの点で有効であると考える。1つ目は子どもが知識を

構成，修正し，再度知識を構成し協定することができる点で有効である。操作化の段階にお

いては，操作的表現を用いて個人で知識を構成する。その後，反省化と協定化の段階におい

ては，子ども同士との相互作用，教師との相互作用を通じて知識を修正する。段階が進むに

つれて抽象的な知識を構成することができるのではないかと考える。 

2 つ目は子どもが主体的に学ぶことができるという点である。操作化の段階で操作的表現

を用いて個人で活動することができる。また，反省化と協定化の段階で話し合う活動を取り

入れることで，子ども同士で学び合うことができる。そのため，子ども主体の授業になるの

ではないかと考える。 

 

６. 研究の成果と課題 

本研究の成果は次の点である。構成的アプローチと表現様式を考察し，授業モデルを基に

開発することができた。また，本研究における授業モデルを基に，実際の授業の改善案を提

案することができた。構成的アプローチと表現様式に焦点を当て，意識化，操作化，反省化，

協定化の各段階の指導過程を改善することができたと考える。 

 今後の課題は以下の点である。授業の改善案を提案することはできたが，実践できなかっ

た。改善した授業は子ども主体で，子どもが知識を構成する授業であり，実践していきたい。

また，小学校第 3学年「1けたをかけるかけ算の筆算」の教材以外でも構成的アプローチと

表現様式の対応を基にしたモデルを基にした子どもが知識を構成する授業を開発し，改善を

行うことが課題である。構成的アプローチと表現様式は，他の単元でも適用することができ

るため，「1けたをかけるかけ算の筆算」以外の単元でも子どもが知識を構成する授業を開発

し実践していきたい。 
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中学校数学科における 

生徒の論理的思考力の育成を目指したＩＣＴ活用 

 
教科領域指導力高度化コース 時任太那 

 
１.研究の目的 

近年の大規模調査の結果から, 中学校数学科における「証明」は生徒が苦手とする単元であ

る傾向が強いことが分かる。しかし, 課題探究として証明することを学校数学で実現すること

は, 現代必要とされている課題探究力の育成につながると言われており, 論証指導には大きな

期待が寄せられている。一方, Society5.0の実現に向け, ICTを積極的に活用した学校教育に

注目が集まっているものの, 中学校数学科の指導において ICT をどのように活用することが

「有効的」なのかについて文部科学省から明確に定義されているものは見当たらない。そこで, 

本研究では, 中学校数学科における生徒の論理的思考力を育成するための ICTの有効的な活用

法を明らかにすることを目的とする。本研究では図形領域に焦点を当て, 目的達成のために①

生徒の論理的思考力を育成するためにどのような指導をすればよいか, ②論理的思考力を育成

するために効果的な ICT活用法とは何か, ③論理的思考力の育成のための ICT活用法を取り入

れた教材や授業とはどのようなものかという３つの課題を設定し, 研究に取り組む。 

 

２.論理的思考力を育成するための指導 

証明を生成することは, 証明を構想すること及び証明を構成することに分けられる。証明を

構想するとは, 事柄の前提と結論を結びつけるために, どのように演繹的な推論を行うか探る

営みである。その際, 前提となる事柄からいえることは何か, 結論を導くためには何がいえれ

ばよいか, などを考察することが求められる。一方, 証明を構成するとは, 前提と結論を結び

つける営みである。その際, 前提からいえることや常に成り立つ事柄などを演繹的に結びつけ

ることで論理を連鎖的に紡ぐことが求められる。今回は, 証明を構成することに焦点を当て, 

どのような指導を行えばよいかを考察する。 

証明を構成する際には, 「２組の辺がすべて等しいので△ABC≡△DEF」や, 「仮定より AB=DE」

のように根拠を明確にして推論するが, その推論が普遍例化と仮言三段論法のどちらであるの

かを分けて理解しておく必要がある。普遍例化とは, 常に成り立つ命題からそれに関する具体

的な命題を導く推論である。例えば, ある三角形の２つの内角の大きさが 30°と 90°の場合, 

残る１つの内角の大きさは 60°である。これは, 「三角形の内角の和は 180°である。」という

常に成り立つ命題から求められる。一方, 仮言三段論法とは, ある仮定となる命題をもとに, 

別の命題を導く推論である。例えば, 「∠a＝∠b」という命題が仮定されているとき, 「∠a+

∠c＝∠b+∠c」という命題を導くことができる。これらの推論は, 啓林館の教科書における単

元「図形の調べ方」の平行線と角の性質及び多角形の角の性質の内容で, 角の性質が成り立つ

ことを演繹的に説明するという活動において指導することができる。 生徒の論理的思考力を

育成するためには, これらの推論を意識して指導することが必要である。 
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生徒の論理的思考力の育成を目指したＩＣＴ活用 

 
教科領域指導力高度化コース 時任太那 
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３.論理的思考力を育成するための ICT活用法 

先行研究から, 証明の単元を学習する前段階において, 普遍例化を意識した説明ができるこ

と及び証明の構造を理解しておくことが必要とされる。単元「図形の調べ方」の指導では通常, 

口頭での説明を目標としたり, 説明の文章化を求めたりすることが多いが, 証明の構造を把握

するには不十分であると考える。そこで, 証明の構造を図に表したフローチャートを作成する

ことにより, 問題解決の思考を整理することができると考えた。また, フローチャートを作成

することには ICTを活用できるのではないかと考えた（図１）。 

図１のようなシートを 

タブレット端末で配付し,  

問題解決の過程を図に示 

すことで, 証明の構造を 

把握することができ, かつ,  

演繹的な推論の根拠として 

用いた角の性質を提示する 

ことで, 普遍例化を意識し 

た説明となる。また, タブ 

レット端末による作成とす 

ることにより意見の共有が 

円滑になり, 解答が記録と 

して残るという利点がある。 

 

４.ICT活用を意識した授業構想 

中学校第２学年の単元「図形の調べ方」の授業計画にあたり, 各時間の内容に応じて生徒の

思考をフローチャートに表現する活動を取り入れた。フローチャートの作成においては, 「直

線ℓ,ⅿに平行な補助線をひく」のような文や「∠x=∠a+∠b」のような記号・式, 「平行な直線

における錯角は等しい」のような定理をカード化し, 上から順に並べ替えて整理する。初めは

用意されたフローチャートの空欄に文や記号, 定理などが書かれたカードを当てはめる活動か

ら, 徐々に文や記号の生成, フローチャートの生成へと段階を移行させることで, 単元終了時

にはフローチャートの全てを作成し, 生徒の思考をタブレット端末上に表現できるようにする。 
 また, 評価のために,  

フローチャートの解答を 

Ⅰ～Ⅳの４つのパターン 

に分類し, それぞれの解 

答パターンに目安となる 

評価基準と考えられるパ 

フォーマンス事例のルー 

ブリックを作成した。 

本単元の指導においては, 

ルーブリックⅣのような 

解答をできることを目標とする（表１）。 

 

図１ 問題解決の過程を表現したフローチャート 

 

表１ ルーブリック評価 
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５.実践した検証授業の分析 

（１)検証授業の実際 

「星形五角形の先端の角の和」の授業を宮崎市のある公立中学校第２学年のあるクラスで実

践した。検証授業は２時間構成で実施され, 第１時は星形五角形の先端の角の和が 180°であ

ることを説明する授業, 第２時は第１時を基にフローチャートの作成を行う授業であった。 

第１時では, 導入段階で既習の角の性質を確認したあと, 星形五角形を提示しその先端に

できる角の和を予想させた。予想では角の和が 180°になりそうだという学級全体の意見とな

り, なぜ角の和が 180°になるのか説明しようというめあてを設定した。展開段階では, 問題

の解決をするために, 個人思考→グループ活動の順で角の和が 180°になることの説明に取り

組ませた。生徒は, はじめタブレット端末で配付された星型五角形の図に, 三角形や矢じり形

など着目したい図形を色で分けて考えていた。その後, これまでに学んだ角の性質を使うため

にはどうすればよいかグループで話し合いながら問題を解決した。終末段階では, 問題を解決

できた生徒を数人指名し, 全体の前で説明する活動を行った。 

 第２時では, まず, 前時の復習として, 星形五角形の先端の角の和が 180°になることの説

明をペアで行った。その際, 第１時で問題解決に活用した各自の図のかきこみや, 全体で共有

した生徒の図のかきこみを活用するよう指示した。その後, 問題を解決するために思考したこ

とをフローチャートに作成する活動を個人で行った。 

 

（２）生徒の解答分析 

右の図２は, 星形五角形を３つの三角形 
に分け, それぞれの三角形について成り 

立つ角の性質を使い, 先端の角の和が 180° 

になることを導くことができている。こ 

のとき, どのような角の性質を根拠として 
用いたかが明確になっているため, 普遍例 
化が意識されたものになっている。このよ 
うな解答は, 作成したルーブリック評価の 
評価Ⅳに分類することができる。 
 集計の結果, 評価Ⅳの解答をした生徒は 
約 54%, 評価Ⅲの解答をした生徒は約 17% 

存在した（表２）。 

 

 
 
 
 

集計結果 評価Ⅳ 評価Ⅲ 評価Ⅱ 評価Ⅰ 

人数（人） 19 6 8 2 

割合（％） 54.3 17.1 22.9 5.7 

 

 
図２ 生徒が作成したフローチャート 

表２ 生徒の解答の集計結果 
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（３）検証授業の考察 

 検証授業から, 導入で既習の角の性質を確認することで, 普遍例化を意識した根拠のある論

理的な説明につなげることができた。また, 個人思考におけるタブレットの活用により, 他人

への説明が視覚的に分かりやすくなったり自分の理解がしやすくなったりした様子が見られた。

さらに, グループで話し合い, 説明し合う活動により自力で問題解決できなかった生徒も, 既

習の角の性質をどのように使えば問題を解決することができるか理解できていた。 

 このような活動を行うことで, 生徒は問題解決の過程を表したフローチャートを作成するこ

とができるようになった。フローチャートの集計結果から, 約 54%の生徒は根拠を明確にし, 

普遍例化を意識した説明ができるようになっていると考えられる。また, 評価Ⅲ以上の生徒が

70%以上存在することから, 生徒は筋道立てて説明することができており, 自分の思考を整理

し表現できていると考えられる。この結果により, 次単元「図形の証明」では, 証明の大まか

な構造を把握した状態で学習に臨むことができるため, 証明を生成することの指導への接続が

できたと考える。 

 

６.研究の成果と課題 

論理的思考力を育成するには, 生徒の思考を表現し, 整理するという ICT活用法が有効的で

あることが明らかになった。具体的には,タブレット端末による問題解決の過程を表現するフ

ローチャートを用いて, 論理的に説明することをねらいとした授業を行うことが有効である。

課題探究として証明することをベースに, ICT活用を意識した授業化を行うことにより, これ

まで見出されていなかった ICTの活用法を発見することができたといえる。 
 一方, 検証した授業において生徒全員が目標とした評価のレベルを達成することができなか

ったという課題も生まれた。単元を通した指導を行っても, フローチャートの作成につまずき

を感じる生徒が存在したことから, 教材として準備したフローチャートには改善の余地がある

と考える。また, 実際に証明をする際, 開発された ICT の活用法がどのような効果を持つかを

明らかにするまでには至らなかった。従って, 今後は開発した ICTを「図形の証明」の単元に

おいても活用し, 証明の方針を立てることや証明を文章化することなどに対して ICTがどのよ

うに有効かを検証していくことが課題となる。本研究において開発した ICTを学習問題や学習

内容に合わせて改善し, 学校現場でその効果を確かめ, 分析することにより ICTのよりよい活

用法について追及していきたい。 
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中学校体育バレーボールの授業における発生運動学的教材開発研究 

 

教科領域指導力高度化コース 平原 弘稀 

 

1. 研究の背景と目的 

中央教育審議会「スポーツ基本計画の策定について（答申）」（文部科学省,2013）によれば、

「子どもの体力については、文部科学省が実施している『体力・運動能力調査』によると平成

13 年から約 10 年間にわたり概ね低下に歯止めがかかってきており、子どもの体力向上に関す

るこれまでの施策は、全体的に効果は出てきてはいるが、体力水準が高かった昭和 60 年頃と

比較すると、基礎的運動能力は依然として低い状況にある」という。また、「近年、積極的に

スポーツをする子どもとそうでない子どもの二極化が顕著に認められる」（文部科学省,2013）

という課題が挙げられている。 

ところで、平成 29 年告示の中学校学習指導要領解説保健体育編の体育分野では改定の要点

として、新たに「運動やスポーツとの多様な関わり方を重視する観点から、体力や技能の程度、

性別や障害の有無にかかわらず運動やスポーツの多様な楽しみ方を共有することができるよう

指導内容の充実を図ること。その際、共生の視点を重視して改善を図ること」（文部科学

省,2018,p.10）が示されている。 

そこで、生涯スポーツの視点や共生の視点をもった、「老若男女誰にでも手軽に楽しめる軽

スポーツをとの要望によって誕生したものである」（清川,1993,p.31）バレーボールを取り上

げ、中学校第１学年を対象に実践を行う。本研究では、発生論的運動学の立場から、パスの運

動構造を明らかにし、実施者の感覚などを踏まえ、指導体系を検討し、体力や技能に違いを有

する生徒が一緒に楽しめるようなバレーボールのゲームを開発することが目的である。 

 

2. バレーボールの授業に関する運動学的問題認識 

（１）バレーボールの特性 

バレーボールでは、「敵が捕れないようにボールを打ち返すこと」（シュテーラー,1993,p.6）

がゲームの目的であるとされている。 

（２）オーバーハンドパスの運動構造 

また、ボレーは動感構造という観点から考えると、飛んできたボールを直接打ち返したり、

蹴ったりしているので、「接合形態」（金子,2007,pp.198-199）の運動であるといえる。接合形

態としてのオーバーハンドパスについて、三輪（2022,p.134）は、「『打つ』動き（ボレー）は

『捕る』と『投げる』の組合せの変形、つまり、腕を曲げてボールを受け止めながら放り出す 

準備をする中間局面が消滅した接合形態」であると説明している。ここに中間局面が存在する

となると、腕を曲げながらボールを捕り、次に腕を伸ばしながらボールを投げる組合せ形態の

運動となり、バレーボールではキャッチボールという反則と判定される。 

（３）アンダーハンドパスの運動構造 

アンダーハンドパスもオーバーハンドパスと同じくボレーである。したがって、「捕る」と

「投げる」の中間局面が消滅した接合形態である。ただし、オーバーハンドパスでは指に触れ

たボールを突き飛ばす、つまり、チェストパスで投げるのと類似した動きになるのに対して、
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るこれまでの施策は、全体的に効果は出てきてはいるが、体力水準が高かった昭和 60 年頃と

比較すると、基礎的運動能力は依然として低い状況にある」という。また、「近年、積極的に

スポーツをする子どもとそうでない子どもの二極化が顕著に認められる」（文部科学省,2013）

という課題が挙げられている。 

ところで、平成 29 年告示の中学校学習指導要領解説保健体育編の体育分野では改定の要点

として、新たに「運動やスポーツとの多様な関わり方を重視する観点から、体力や技能の程度、

性別や障害の有無にかかわらず運動やスポーツの多様な楽しみ方を共有することができるよう

指導内容の充実を図ること。その際、共生の視点を重視して改善を図ること」（文部科学

省,2018,p.10）が示されている。 

そこで、生涯スポーツの視点や共生の視点をもった、「老若男女誰にでも手軽に楽しめる軽

スポーツをとの要望によって誕生したものである」（清川,1993,p.31）バレーボールを取り上

げ、中学校第１学年を対象に実践を行う。本研究では、発生論的運動学の立場から、パスの運

動構造を明らかにし、実施者の感覚などを踏まえ、指導体系を検討し、体力や技能に違いを有

する生徒が一緒に楽しめるようなバレーボールのゲームを開発することが目的である。 

 

2. バレーボールの授業に関する運動学的問題認識 

（１）バレーボールの特性 

バレーボールでは、「敵が捕れないようにボールを打ち返すこと」（シュテーラー,1993,p.6）

がゲームの目的であるとされている。 

（２）オーバーハンドパスの運動構造 

また、ボレーは動感構造という観点から考えると、飛んできたボールを直接打ち返したり、

蹴ったりしているので、「接合形態」（金子,2007,pp.198-199）の運動であるといえる。接合形

態としてのオーバーハンドパスについて、三輪（2022,p.134）は、「『打つ』動き（ボレー）は

『捕る』と『投げる』の組合せの変形、つまり、腕を曲げてボールを受け止めながら放り出す 

準備をする中間局面が消滅した接合形態」であると説明している。ここに中間局面が存在する

となると、腕を曲げながらボールを捕り、次に腕を伸ばしながらボールを投げる組合せ形態の

運動となり、バレーボールではキャッチボールという反則と判定される。 

（３）アンダーハンドパスの運動構造 

アンダーハンドパスもオーバーハンドパスと同じくボレーである。したがって、「捕る」と

「投げる」の中間局面が消滅した接合形態である。ただし、オーバーハンドパスでは指に触れ

たボールを突き飛ばす、つまり、チェストパスで投げるのと類似した動きになるのに対して、

レシーブとして行われるアンダーハンドパスは、相手コートからのサーブやスパイクされたボ

ールの勢いを殺すために、「突く形態が抑制された主要局面になる」（金子,2007,p.234）。した

がって、「投げる」ことに類似した腕の振りは抑制され、ボールを送り出す勢いに合わせて、 

膝や腰を伸ばす動作が行われる。スパイクなど勢いの強いボールをレシーブする時には、 

ボールを送り出す動きも消え、胸を竦めて背中を後ろに引いて衝撃を和らげるというよう 

に、「捕る」ことに類似した動きだけが残ることもある。 

 

3. バレーボール授業の実践研究 

１） 指導過程の検討 

（１）生徒の実態に応じた指導内容・方法の検討 

まずＡ中学校第１学年におけるバレーボールの授業における生徒の実態をＡ中学校の保健体

育科教諭から聞き取り教材開発を進めることにした。Ａ中学校の第１学年の実態として、数人

のバレーボール部員を除いて、小学校においてボールを手で打つという経験はしてきているも

のの、バレーボールの技能は獲得されていない。その中でも飛んでくるボールを怖いと感じた

り、ボールが当たった時の痛さに嫌悪感を抱いたりする生徒は、ボールの勢いが強いと、避け

たり、自分のすぐ近くに落ちるボールを見ているだけで触ろうともしなかったり、人任せで自

分は拾おうとしないという生徒も少なからず見られているとのことだった。そこで、バレーボ

ールの競争課題でもある「ラリーを中断させる」を意識した、ボール操作技能獲得に向けた指

導計画を作成していく必要があると考える。相手に「ラリーを中断させる」ための攻撃として、

多く用いられるのはスパイクであるが、学校で行う体育の授業では、そのスパイクまでに行き

つくのが難しい。スパイクを授業でも実施するためには、スパイクがしやすいトスを上げられ

る技能が必要であることから、パスの動きにおける「捕る」・「投げる」に注目し、系統的・段

階的な指導を行う必要があると考えた。 

また、対象者の中学校第１学年は、コロナ禍で様々なことに制限されてきた長かったその期

間と運動の「有利な学習期にあた」（マイネル,1981,p.335）るとされている時期が被っており、

運動学習の機会を逃してしまっていると考えられる。 

（２）指導計画 

単元前半ではオーバーハンドパスによるトスとスパイクの技能の獲得を目指し、単元の後半

でアンダーハンドパスの学習に新たに取り組み、ボレーの機会を増やしたゲームを行う。ボレ

ーでつなぐ難しさや、ボレーができることの面白さや楽しさに触れてもらう。単元を通して、

バレーボールの基本的な技能を獲得し、ボール操作ができることの楽しさや面白さに気付いて

もらうことがねらいである。また、ゲームの勝敗を競いながら、勝つために情況に応じて仲間

と連携して動くなどの難しさや楽しさを味わわせることができるようにしたい。 

（３）学習目標とするゲーム 

まず、単元はじめのゲーム教材として、「ファーストキャッチバレーボール」を採用するこ

とにした。このファーストキャッチバレーボールは単元でいうと、単元９時間の中の２時間目

から４時間目で行う。第 1 触球者がキャッチし、「額前からの両手投げ」で第２触球者に投げ、

第２触球者は投げられたボールをスパイカーにめがけてオーバーハンドトスを行い、第３触球

者がスパイクでラリーを中断させることを目標としたゲームである。バドミントンコートで人

を減らすことで、個人の役割を明確にできる。このゲームを実施できるようになるためには、
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３人の触球者を繋ぐ練習が必要であり、そのために、練習では、４人で四角形を作り、「額前

からの両手投げ」、「オーバーハンドパス」、「キャッチ」の順番でのサイクルパスをローテーシ

ョンしながら行う練習を行う。 

そして、単元５時間目から９時間目では、「セカンドキャッチバレーボール」を採用するこ

とにした。このセカンドキャッチバレーボールは、「ファーストキャッチバレーボール」にレ

シーブを新たに加えることにより、レシーブ、トス、スパイクという本来のバレーボールの三

段階攻撃を意識したゲームであり、このゲームをこの単元の最終目標にした。 

２）実践結果 

（１）実践のまとめ 

本研究では、ボレーというボール操作の技能の獲得を目指すが、バレーボールの競争課題で

ある「ラリーを中断させる」というゲームの特性が触れられるように指導を進めた。ボレーの

動きの難しさ、「捕る」感じをつかむ大切さを考える学習や「捕って投げる」という１つの動

きを２つに分ける動きにすることで動きの簡易化を目的とした学習から取りかかった。さらに、

ゲームでも、第１触球や第２触球をキャッチするというルールで行った。このように、段階的

にかつ系統的に学習を進めたことによって、オーバーハンドパスやアンダーハンドパスの動き

を発生させることができた。 

オーバーハンドパスの指導前は、上半身の動きでは、ボールを顔の前や胸の前など、低い位

置で捉えており、落下点に入り切れていないことや、ボールを上方に突き上げようとすると、

肘を狭めて両腕を伸ばしていることや、両腕を平行にしたままボールを突き上げようとしてい

る生徒が多く見受けられた。また、下半身の動きでは、膝の屈伸動作は小さく、下半身の勢い

を利用しているとは言えないなどの課題が多くみられた。 

そこで、「額前からの両手投げ」のイメージを持ちながらオーバーハンドパスを行うような

指示や、ボールが来る方向を向きボールの落下地点に入る練習、膝の屈伸動作を意識した練習

を行うことで、オーバーハンドパスの行い方を意識して覚えることができ、実践で慣れ、額の

前からボールをのぞくような感じで捉えることができ、手首のスナップや膝のばねを使ってボ

ールを送り出すことができ、スパイクがしやすいトスをオーバーハンドパスで上げられる生徒

が増えた。それによって、実践前半では見られなかった、バレーボールの競争課題である、

「ラリーを中断させる」攻撃が多くみられるようになり、雰囲気良くゲームを行えていた。 

アンダーハンドパスの指導前では、下半身はほとんど動かず、屈伸動作や体重移動は見られ

なかった。そして、腕だけでボールを弾き返そうとするため、下から上に振り上げてボールを

ほぼ真上に上げてしまっている生徒が多数いた。また、小さくジャンプをしながら行う生徒も

数人見られるなど、正確なアンダーハンドパスは見られなかった。 

そこで、屈伸動作や体重移動、腕の使い方を意識させる発問を全体に投げかけることや、両

腕を伸ばし、肘を絞ることで、面をつくる練習として相手に投げてもらったボールを両腕で挟

む練習を毎回の授業の準備運動で繰り返し行った。 

 そうすることで、腕を下から大きく振り上げることがなくなり、ボールを上方に高く打ち上

げることは解消された。また、ボールの落下地点に移動できており、ボールの角度によって、

腕の位置を変えるなど、面を作る意識が表れ、相手へと送り出すアンダーハンドパスが出来る

ようになった生徒も増えていた。 

その結果、ボールをコントロールできることが増え、次のオーバーハンドパス、スパイクの
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３人の触球者を繋ぐ練習が必要であり、そのために、練習では、４人で四角形を作り、「額前

からの両手投げ」、「オーバーハンドパス」、「キャッチ」の順番でのサイクルパスをローテーシ

ョンしながら行う練習を行う。 

そして、単元５時間目から９時間目では、「セカンドキャッチバレーボール」を採用するこ

とにした。このセカンドキャッチバレーボールは、「ファーストキャッチバレーボール」にレ

シーブを新たに加えることにより、レシーブ、トス、スパイクという本来のバレーボールの三

段階攻撃を意識したゲームであり、このゲームをこの単元の最終目標にした。 

２）実践結果 

（１）実践のまとめ 

本研究では、ボレーというボール操作の技能の獲得を目指すが、バレーボールの競争課題で

ある「ラリーを中断させる」というゲームの特性が触れられるように指導を進めた。ボレーの

動きの難しさ、「捕る」感じをつかむ大切さを考える学習や「捕って投げる」という１つの動

きを２つに分ける動きにすることで動きの簡易化を目的とした学習から取りかかった。さらに、

ゲームでも、第１触球や第２触球をキャッチするというルールで行った。このように、段階的

にかつ系統的に学習を進めたことによって、オーバーハンドパスやアンダーハンドパスの動き

を発生させることができた。 

オーバーハンドパスの指導前は、上半身の動きでは、ボールを顔の前や胸の前など、低い位

置で捉えており、落下点に入り切れていないことや、ボールを上方に突き上げようとすると、

肘を狭めて両腕を伸ばしていることや、両腕を平行にしたままボールを突き上げようとしてい

る生徒が多く見受けられた。また、下半身の動きでは、膝の屈伸動作は小さく、下半身の勢い

を利用しているとは言えないなどの課題が多くみられた。 

そこで、「額前からの両手投げ」のイメージを持ちながらオーバーハンドパスを行うような

指示や、ボールが来る方向を向きボールの落下地点に入る練習、膝の屈伸動作を意識した練習

を行うことで、オーバーハンドパスの行い方を意識して覚えることができ、実践で慣れ、額の

前からボールをのぞくような感じで捉えることができ、手首のスナップや膝のばねを使ってボ

ールを送り出すことができ、スパイクがしやすいトスをオーバーハンドパスで上げられる生徒

が増えた。それによって、実践前半では見られなかった、バレーボールの競争課題である、

「ラリーを中断させる」攻撃が多くみられるようになり、雰囲気良くゲームを行えていた。 

アンダーハンドパスの指導前では、下半身はほとんど動かず、屈伸動作や体重移動は見られ

なかった。そして、腕だけでボールを弾き返そうとするため、下から上に振り上げてボールを

ほぼ真上に上げてしまっている生徒が多数いた。また、小さくジャンプをしながら行う生徒も

数人見られるなど、正確なアンダーハンドパスは見られなかった。 

そこで、屈伸動作や体重移動、腕の使い方を意識させる発問を全体に投げかけることや、両

腕を伸ばし、肘を絞ることで、面をつくる練習として相手に投げてもらったボールを両腕で挟

む練習を毎回の授業の準備運動で繰り返し行った。 

 そうすることで、腕を下から大きく振り上げることがなくなり、ボールを上方に高く打ち上

げることは解消された。また、ボールの落下地点に移動できており、ボールの角度によって、

腕の位置を変えるなど、面を作る意識が表れ、相手へと送り出すアンダーハンドパスが出来る

ようになった生徒も増えていた。 

その結果、ボールをコントロールできることが増え、次のオーバーハンドパス、スパイクの

技能につながることが増えたことで、セカンドキャッチバレーボールの中で、レシーブ、ト

ス、スパイクというバレーボールの三段階攻撃を意識されたゲーム展開が行われていた。 

 

4. 結語と展望 

本研究では、オーバーハンドパスやアンダーハンドパスの系統的・段階的な指導を実践し、

ボール操作の技能向上を図りながら、「打ち合うゲーム」の特性にもある程度触れさせること

ができた。 

しかし、今回の実践では、バレーボールの競争課題である、「ラリーの中断」をめぐる攻防

は十分であったとは言えない。そもそも、ラリーを中断させようとする攻撃ができていないの

である。ラリーを中断させるための大きな手段であるスパイクまでつながることができていな

い。それは、スパイクに繋げるための前段階であるオーバーハンドパスの技能獲得を全員がで

きていないためであると考える。ローテーションでポジションが変わっていくため、チーム内

の誰か一人でも技能の獲得ができていないと、ゲームの流れが止まってしまうためだ。仮に、

オーバーハンドパスが上手くできたとしても、スパイク自体ができていないことも要因の一つ

であることには変わりない。ボール操作の技能だけでなく、ルールの理解不足もゲームの進行

を妨げる要因である。バレーボールに触れた機会が少ないためか、ゲームの進め方をイメージ

できず、ワンプレイごとに止まってしまうことや、ローテーションしないまま続けている生徒

が多くみられた。 

 積極的にスポーツをする子どもとそうでない子どもの二極化や体力・運動能力の低下が新型

コロナウイルスによる自粛期間の影響などがみられる中で、運動やスポーツの楽しさを生徒が

感じ、達成感や喜びを味わえるような授業を行っていくためには、生徒や学校、地域の実態を

把握し、生徒に身に付けさせたい動きや、感じさせたいことなど場所や用具を工夫する、仕掛

けづくりが重要である。 

そこで今後は、今回の実践のバレーボールに限らず、学校体育で取り上げる領域やその他の

運動領域、さらに、様々なスポーツ種目にも注目し、どのようにすれば興味・関心を持たせ、

積極的に運動やスポーツに取り組んでくれるかなどについても運動の効果的な指導方法につい

てさらに研究を深めていきたい。 
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拡張競合刺激評価による自動強化の行動問題の低減に関する研究 
 

特別支援教育コース 髙山 泰征 
 
１．問題と目的 

自動強化の行動問題（例：常同行動や自傷行動）の低減には、行動問題に競合する刺激（例：

玩具）を用いた Noncontingent Reinforcement（NCR）が有効である。そして、競合刺激の選
定には、Competing Stimulus Assessments（CSA）が用いられている（Gover, et al., 2019）。
CSAは、様々なアイテムを単独提示し、行動問題の生起が低く、対象者の関与が高いアイテム
を競合刺激として選定する（Leif et al. , 2020）。しかし、アイテムへの興味が低かったり限定
的であったりする対象者や、行動問題を常時行っている対象者の場合、CSA だけでは、競合刺
を選定できないことがある（Schmidt et al.，2021）。このような対象者に対し、近年では、CSA
にプロンプトやレスポンスブロッキング等の介入要素を加えた  Augmented-Competing 
Stimulus Assessment（A-CSA）が行われている（Hagopian et al., 2020）。しかし、A-CSAは、
CSAで競合刺激を選定できないことを確認してから実施するため、学校現場で適用するにあた
って、その実施時間に課題がある。そのため、A-CSAの準備段階である CSAの刺激提示方法
について単刺激提示ではなく、多刺激提示による評価を行うことで評価手順が効率的になるこ

とが指摘されている。多刺激提示による CSA として、Free-Operant Competing Stimulus 
Assessment（FO-CSA）がある（Brogan et al., 2018）。しかし、FO-CSAがCSAと同等の競
合刺を選定できるか否かについて明らかにされていない。そこで、研究Ⅰは、特別支援学校に

通う自動強化の常同行動を示す知的障害児 2名に対し、FO-CSAが CSAと同等の競合刺激を
選定できるか否かについて検証する。 
一方、日本の学校現場では、児童生徒の自傷行動に対する対応が課題となっている。Leif et 

al.（2020）は、学校場面において、A-CSAで選定された競合刺激を用いたNCRを実施したと
ころ、児童生徒が示す自動強化の行動問題が低減したことを報告している。しかし、Leif et al.
（2020）は、自傷行動に対する検証を実施していない。そこで、研究Ⅱは、特別支援学校に通
う自動強化の自傷行動を示す知的障害児 1 名に対し、A-CSA で選定された競合刺激を用いた
NCR の有効性を検証する。研究 Iの知見に基づき、FO-CSAを準備段階に用いたA-CSAによ
って選定された競合刺激を学校生活場面での NCRに用いることが、生徒の自傷行動の低減に
寄与するか否かについて検証する。 
 
２．研究Ⅰの方法 
⑴ 参加者とアイテム 
知的障害特別支援学校に通う 18歳の男子生徒２名（生徒A、生徒B）であった。2名とも知
的な遅れのある自閉スペクトラム障害（ASD）の診断があった。生徒Bについてはダウン症の
診断もあった。2 名の行動問題は、関与しているアイテムとは無関係な意味のない音や単語に
よる非文脈的な発声と定義した。生徒Ａのアイテムは、スクイーズボール、バランスボール、

パン型のスクイーズ等の６つであった。生徒Ｂは、バランスボール、iPad（音楽）、けん玉等の
６つであった。 
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拡張競合刺激評価による自動強化の行動問題の低減に関する研究 
 

特別支援教育コース 髙山 泰征 
 
１．問題と目的 

自動強化の行動問題（例：常同行動や自傷行動）の低減には、行動問題に競合する刺激（例：

玩具）を用いた Noncontingent Reinforcement（NCR）が有効である。そして、競合刺激の選
定には、Competing Stimulus Assessments（CSA）が用いられている（Gover, et al., 2019）。
CSAは、様々なアイテムを単独提示し、行動問題の生起が低く、対象者の関与が高いアイテム
を競合刺激として選定する（Leif et al. , 2020）。しかし、アイテムへの興味が低かったり限定
的であったりする対象者や、行動問題を常時行っている対象者の場合、CSA だけでは、競合刺
を選定できないことがある（Schmidt et al.，2021）。このような対象者に対し、近年では、CSA
にプロンプトやレスポンスブロッキング等の介入要素を加えた  Augmented-Competing 
Stimulus Assessment（A-CSA）が行われている（Hagopian et al., 2020）。しかし、A-CSAは、
CSAで競合刺激を選定できないことを確認してから実施するため、学校現場で適用するにあた
って、その実施時間に課題がある。そのため、A-CSAの準備段階である CSAの刺激提示方法
について単刺激提示ではなく、多刺激提示による評価を行うことで評価手順が効率的になるこ

とが指摘されている。多刺激提示による CSA として、Free-Operant Competing Stimulus 
Assessment（FO-CSA）がある（Brogan et al., 2018）。しかし、FO-CSAがCSAと同等の競
合刺を選定できるか否かについて明らかにされていない。そこで、研究Ⅰは、特別支援学校に

通う自動強化の常同行動を示す知的障害児 2名に対し、FO-CSAが CSAと同等の競合刺激を
選定できるか否かについて検証する。 
一方、日本の学校現場では、児童生徒の自傷行動に対する対応が課題となっている。Leif et 

al.（2020）は、学校場面において、A-CSAで選定された競合刺激を用いたNCRを実施したと
ころ、児童生徒が示す自動強化の行動問題が低減したことを報告している。しかし、Leif et al.
（2020）は、自傷行動に対する検証を実施していない。そこで、研究Ⅱは、特別支援学校に通
う自動強化の自傷行動を示す知的障害児 1 名に対し、A-CSA で選定された競合刺激を用いた
NCR の有効性を検証する。研究 Iの知見に基づき、FO-CSAを準備段階に用いたA-CSAによ
って選定された競合刺激を学校生活場面での NCRに用いることが、生徒の自傷行動の低減に
寄与するか否かについて検証する。 
 
２．研究Ⅰの方法 
⑴ 参加者とアイテム 
知的障害特別支援学校に通う 18歳の男子生徒２名（生徒A、生徒B）であった。2名とも知
的な遅れのある自閉スペクトラム障害（ASD）の診断があった。生徒Bについてはダウン症の
診断もあった。2 名の行動問題は、関与しているアイテムとは無関係な意味のない音や単語に
よる非文脈的な発声と定義した。生徒Ａのアイテムは、スクイーズボール、バランスボール、

パン型のスクイーズ等の６つであった。生徒Ｂは、バランスボール、iPad（音楽）、けん玉等の
６つであった。 

⑵ 手続き 
① CSA：研究実施者は、参加者の前にアイテムを単独で提示した。1セッションは、５分間
であった。各アイテムは、ランダムな順序で３回提示された。競合刺激の定義は、セッション

中のアイテムへの関与率が平均 80%以上かつ、行動問題の生起率が生徒 A は平均 3.2％未満、
生徒Bは平均 16.8％未満のアイテムとした。 
② FO-CSA：研究実施者は、参加者の前に６つのアイテムを提示した。1セッションは、10
分間であった。FO-CSAでは、競合刺激と非競合刺激を定義し、それらの刺激が選定された場
合、次のセッション以降そのアイテムを除いた。競合刺激の選定条件は、「２回のセッションで

特定のアイテムへの関与率が 50%以上かつ、特定のアイテムへ関与している時の行動問題の生
起率が生徒Aは 3.2％未満、生徒Bは 16.8％未満のアイテム」とした。非競合刺激の選定条件
は、「特定のアイテムへの関与率が 50%以上かつ、特定のアイテムへ関与している時の行動問
題の生起率が生徒Aは 8.1%以上、生徒Bは 42.1%以上のアイテム」とした。また、セッショ
ンの終了条件は、CSAで選定できた競合刺激と同数の競合刺激を選定できた場合とした。 
 

３．研究Ⅱの結果と考察 

 生徒 Aの結果を表１、生徒 Bの結果を表 2に示す。生徒 Aは、FO-CSA（40分）と CSA
（90分）で選定された競合刺激（ボールとパン型のスクイーズ）が一致した。生徒Bも、FO-
CSA（50分）とCSA（90分）で選定された競合刺激（iPadとボール）が一致した。以上より、
FO-CSAは、CSAと同等の競合刺激をより短い時間で選定できることが示唆された。 
 

表１：生徒Ａの CSA（左）と FO-CSA（右）の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２：生徒Ｂの CSA（左）と FO-CSA（右）の結果 
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４．研究Ⅱの方法 

⑴ 参加者とアイテム 
知的障害特別支援学校に通う 13歳の男子生徒１名（生徒 C）であった。生徒 Cは、知的な
遅れを伴う ASDの診断があった。生徒 Cの行動問題は、頭部や身体を手で叩く又は、壁や机
に頭部を打ちつけるとした。生徒Cのアイテムは、保冷剤、ハンドマッサージャー、動くぬい
ぐるみ、レインスティック、タオル、ドラムの６つであった。 
⑵ アセスメントの手続き 
① FO-CSA：研究Ⅰと同様の手続きで実施した。ただし、1セッションは、６分間であった。
また、セッションの終了条件は、「３回のセッションが終了しているかつ、関与率が 50％以上
のアイテムがない場合」とした。競合刺激の選定条件は、「２回のセッションで特定のアイテム

への関与率が 50%以上かつ、特定のアイテムへ関与している時の行動問題の生起率が 8.7％未
満のアイテム」とした。非競合刺激の選定条件は、「特定のアイテムへの関与率が 50%以上か
つ、特定のアイテムへ関与している時の行動問題の生起率が 21.7%以上のアイテム」とした。 
② A-CSA：生徒Cは、FO-CSAで行動問題に対する競合刺激を選定できなかった。そのた
め、Hagopian et al.（2020）の手続きに基づき、研究実施者がA-CSAを実施した。1セッシ
ョンは、３分間で実施した。手続きは、CSAと同様であったが、セッション中にアイテムへの
関与を促すプロンプトと自傷行動のレスポンスブロッキングを行った。競合刺激の選定条件は、

CSAと同様で、「セッション中のアイテムへの関与率が平均 80%以上かつ、行動問題の生起率
が平均 8.7％未満のアイテム」とした。 
⑶ NCRの手続き 

A-CSAによって選定された２つの競合刺激を学校生活場面でのNCRに用いた。研究デザイ
ンには、反転デザイン（ABAB）を使用した。1セッションは、３分間で実施した。 
① BL期：研究実施者は、生徒Cに対して、教室にある複数のアイテム（回転ボール落とし、
型はめ等）を提示した。BL期では、研究実施者がA-CSAで選定された２つの競合刺激を生徒
Cに提示しなかった。 
② NCR期：A-CSAと同様の手続きで実施した。NCR期では、研究実施者が A-CSAで選
定された２つの競合刺激を生徒Cに提示した。 
 
５．研究Ⅱの結果と考察 

 アセスメントの結果を表３に示す。FO-CSAでは、競合刺激を選定することができなかった。
A-CSAでは、ハンドマッサージャーと動くぬいぐるみが競合刺激として選定された。 

NCRの結果を図１に示す。NCR期は、BL期と比較して生徒Cの自傷行動の低減が確認さ
れた。このことから、A-CSAで選定された競合刺激を用いたNCRは、学校生活場面における
自動強化の自傷行動の低減に寄与することが示唆された。 
 
６．本研究の成果 

本研究では、全てのセッションを参加者が通う特別支援学校の教室で実施した。一方、A-CSA
に関する先行研究の多くは、臨床現場（病院や福祉施設、大学等）で実施されており、学校現

場で実施された研究は限られている。そのため、本研究の結果は、学校現場におけるA-CSAや
A-CSAに基づくNCRの適用に関して、学術的・実践的な価値が高いと考えられる。 
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４．研究Ⅱの方法 

⑴ 参加者とアイテム 
知的障害特別支援学校に通う 13歳の男子生徒１名（生徒 C）であった。生徒 Cは、知的な
遅れを伴う ASDの診断があった。生徒 Cの行動問題は、頭部や身体を手で叩く又は、壁や机
に頭部を打ちつけるとした。生徒Cのアイテムは、保冷剤、ハンドマッサージャー、動くぬい
ぐるみ、レインスティック、タオル、ドラムの６つであった。 
⑵ アセスメントの手続き 
① FO-CSA：研究Ⅰと同様の手続きで実施した。ただし、1セッションは、６分間であった。
また、セッションの終了条件は、「３回のセッションが終了しているかつ、関与率が 50％以上
のアイテムがない場合」とした。競合刺激の選定条件は、「２回のセッションで特定のアイテム

への関与率が 50%以上かつ、特定のアイテムへ関与している時の行動問題の生起率が 8.7％未
満のアイテム」とした。非競合刺激の選定条件は、「特定のアイテムへの関与率が 50%以上か
つ、特定のアイテムへ関与している時の行動問題の生起率が 21.7%以上のアイテム」とした。 
② A-CSA：生徒Cは、FO-CSAで行動問題に対する競合刺激を選定できなかった。そのた
め、Hagopian et al.（2020）の手続きに基づき、研究実施者がA-CSAを実施した。1セッシ
ョンは、３分間で実施した。手続きは、CSAと同様であったが、セッション中にアイテムへの
関与を促すプロンプトと自傷行動のレスポンスブロッキングを行った。競合刺激の選定条件は、

CSAと同様で、「セッション中のアイテムへの関与率が平均 80%以上かつ、行動問題の生起率
が平均 8.7％未満のアイテム」とした。 
⑶ NCRの手続き 

A-CSAによって選定された２つの競合刺激を学校生活場面でのNCRに用いた。研究デザイ
ンには、反転デザイン（ABAB）を使用した。1セッションは、３分間で実施した。 
① BL期：研究実施者は、生徒Cに対して、教室にある複数のアイテム（回転ボール落とし、
型はめ等）を提示した。BL期では、研究実施者がA-CSAで選定された２つの競合刺激を生徒
Cに提示しなかった。 
② NCR期：A-CSAと同様の手続きで実施した。NCR期では、研究実施者が A-CSAで選
定された２つの競合刺激を生徒Cに提示した。 
 
５．研究Ⅱの結果と考察 

 アセスメントの結果を表３に示す。FO-CSAでは、競合刺激を選定することができなかった。
A-CSAでは、ハンドマッサージャーと動くぬいぐるみが競合刺激として選定された。 

NCRの結果を図１に示す。NCR期は、BL期と比較して生徒Cの自傷行動の低減が確認さ
れた。このことから、A-CSAで選定された競合刺激を用いたNCRは、学校生活場面における
自動強化の自傷行動の低減に寄与することが示唆された。 
 
６．本研究の成果 

本研究では、全てのセッションを参加者が通う特別支援学校の教室で実施した。一方、A-CSA
に関する先行研究の多くは、臨床現場（病院や福祉施設、大学等）で実施されており、学校現

場で実施された研究は限られている。そのため、本研究の結果は、学校現場におけるA-CSAや
A-CSAに基づくNCRの適用に関して、学術的・実践的な価値が高いと考えられる。 

表３：生徒 Cの FO-CSA（左）と A-CSA（右）の結果 

 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１：生徒Ｃの NCRの結果 

 

引用文献 

Brogan, K. M., Rapp, J. T., Sennott, L. A., Cook, J. L., & Swinkels, E. (2018). 

Further Analysis of the Predictive Effects of a Free-Operant Competing Stimulus 

Assessment on Stereotypy. Behavior modification, 42(4), 543–583. 

Gover, H. C., Fahmie, T. A., & McKeown, C. A. (2019). A review of environmental 

enrichment as treatment for problem behavior maintained by automatic reinforcement. 

Journal of applied behavior analysis, 52(1), 299–314. 

Hagopian, L. P., Frank-Crawford, M. A., Javed, N., Fisher, A. B., Dillon, C. M., 

Zarcone, J. R., & Rooker, G. W. (2020). Initial outcomes of an augmented competing 

stimulus assessment. Journal of applied behavior analysis, 53(4), 2172–2185. 

Leif, E. S., Roscoe, E. M., Ahearn, W. H., Rogalski, J. P., & Morrison, H. (2020). 

Increasing item engagement and decreasing automatically reinforced problem behavior 

within a modified competing stimulus assessment. Journal of applied behavior 

analysis, 53(3), 1638–1659. 

Schmidt, J. D., Falligant, J. M., Goetzel, A., Hardisty, S., & Hagopian, L. P. (2021). 

Decreasing motor stereotypy with competing stimuli and tasks: Analysis of prompted 

engagement and response blocking. Behavioral interventions: theory & practice in 

residential & community-based clinical programs, 36(3), 583–594. 

119



 

知的障害特別支援学校高等部の作業学習における音声言語の表出に 

困難を抱える生徒への機能的コミュニケーション訓練 

―卒業後の QOL向上を見据えて― 

 

特別支援教育コ―ス 原口 七菜子 
 

Ⅰ 問題と目的 

すべての学校段階において重視されるようになってきたキャリア教育では、社会的・職業的

自立や社会・職業への円滑な移行に必要な「基礎的・汎用的能力」である「人間関係形成・社

会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプランニング能力」の 4つ

の能力の育成が重要であると言われている（中央教育審議会,2011）。特に、知的障害者の場合、

発達の遅れの一つに言葉の遅れがあり、そのことが円滑なコミュニケーションの妨げとなって

いることから、知的障害特別支援学校では「基礎的・汎用的能力」の中でも「人間関係形成・

社会形成能力」を身につけさせる指導の必要性が高い。 

例えば、大谷（2005）は、音声言語表出が見られず、強い他傷行動を示す生徒に対して AAC 

(Augmentative and Alternative Communication)手段を用いたコミュニケーション指導を行っ

た結果、コミュニケーションが拡大し、問題行動が減少したと報告している。このことから、

音声言語の表出が困難で、行動問題を示す知的障害児者に対して機能的なコミュニケーション

行動を育成するための指導は非常に重要であると言える。 

機能的なコミュニケーション行動の習得には、機能的コミュニケーション訓練（Durand, 1990）

が有効とされている。機能的コミュニケーション訓練は、問題行動と競合する代替コミュニケ

ーション行動の確立を目指す訓練技法であり、代替行動分化強化の原理が適用される（Fisher, 

Kuhn, & Thompson，1998）。機能的コミュニケーションによって、行動問題を維持してきた強化

子は代替コミュニケーション行動を強化するようになる。代替コミュニケーション行動の形態

としては、発声、サイン、コミュニケーションボード、単語や絵カード、音声出力システム、

ジェスチャーなどさまざまなものがある。 

機能的コミュニケーション訓練では、代替コミュニケーション行動を教えることに加えて、

反応プロンプティングやタイムアウト、反応阻止、再方向づけ、問題行動の消去といった行動

改善のための方略を組み合わせて適用されることが多い（中野，2013）。こうした指導によって、

特別支援学校卒業後の機能的コミュニケーション行動の表出が期待される。 

 しかし、知的障害者が、学校で習得した機能的コミュニケーションを卒業後の日常生活でも

般化できるかについては疑問が残る。実際、多くの先行研究において、他場面への般化は、今

後の課題として挙げられている。機能的コミュニケーション訓練によって習得したコミュニケ

ーション行動を高等部の作業学習場面から現場実習場面に般化させる指導の検討を目的とした

研究は少ない。そこで本研究では、人間関係・社会形成能力の育成に着目して、音声言語の表

出に困難を抱える生徒を対象に機能的コミュニケーション行動の獲得と般化を促す指導を行い

その効果を検証することを目的とする。 
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Ⅱ 方法 

１．対象者 

知的障害特別支援学校高等部２年に在籍する知的障害を伴う自閉スペクトラム症と診断され

ている生徒１名（以下、生徒Ａとする。）を対象とした。研究開始時の生活年齢は 17歳 4ケ月

であり、療育手帳Ａが交付されている。生徒Ａの音声言語表出については、無意味な音声表出

や数語の有意味単語の表出が見られるが、文脈に合った音声言語表出はほとんどなかった。言

語理解については、簡単かつ日常的に使用する言語指示はある程度理解しているが、普段使用

しない言語指示の理解は十分でなかった。適切な非言語行動の表出については、「うなずく」「拍

手」「相手にトントンと触れる」などがあり、主に教師の声かけによって生起し、教師の関わり

が結果として随伴していた。 

行動問題については、作業学習中の行動問題として、頭を叩いたり、髪を抜いたりする自傷

行動や、教師を叩く他害行動に加え、「教材・教具を振り回す」「教材・教具を投げる」「机を叩

く」「離席」「机を前後に揺らす」行動が見られた。これらは、非機能的なコミュニケーション

行動だと推定された。そこで本研究では、これらの作業学習中の行動問題をターゲット行動と

した介入が必要であると判断した。 

２．研究期間・指導場面 

X年 9月～11月中旬を作業学習場面におけるコミュニケーション行動の指導期、X年 11月中

旬～12月初旬を現場実習場面における般化指導期とした。作業学習場面におけるコミュニケー

ション行動の指導では、生徒Ａが手工班で取り組んでいる「ミシン目に沿って紙パックをちぎ

る（以下、紙パックちぎり）」、「おはながみをカップに入れる（以下、カップ入れ）」、「乾燥が

終わった和紙をはがす。（以下、和紙はがし）」の３場面を指導場面とした。現場実習場面にお

ける般化指導では、生徒Ａが校内現場実習で担当した「新聞ちぎり」の作業を指導場面とした。 

３．機能的アセスメントとその結果に基づく行動支援計画 

直接行動観察と MAS（Motivation Assessment Scale；Durand, 1990）によるアセスメントを

行った。その結果、行動問題の機能は「逃避」であると推定された。しかし、ベースライン期

の行動観察の結果、生徒Ａの行動問題の機能には「注目獲得」の機能も含まれていることが判

明した。すなわち、生徒Ａの行動問題の機能は、疲労時に指導者からの課題遂行の指示がある

ことが弁別刺激となって生起し、その結果、作業からの逃避、指導者からの注目、両方の機能

があると推定された。当初、注目獲得による行動問題が頻発したため、機能的アセスメントに

よる介入の前に非随伴性強化期を導入した。その後、逃避の機能に基づく介入とタイマーを用

いて見通しを持てるようにするといった環境調整を行った（介入Ⅰ期）。次いで、これまでの指

導を継続しながら、注目獲得の機能も含んだ介入を行った（介入Ⅱ期）。機能的コミュニケーシ

ョン行動の指導の方法は行動問題に応じてプロンプトを出し、生徒 Aは「休みます」や「見て」

のジェスチャーを示すと、休憩ができたり、指導者の注目が得られたりすることにした。 

４．効果測定 

作業学習の 3場面、現場実習場面における行動問題と機能的コミュニケーション行動の行動

観察を行った。10秒間のインターバル記録法を用いて行い、行動の有無を記録した。 

５．倫理的配慮 

以上の手続きは、宮崎大学教育学研究科研究倫理委員会の承認を得た（承認番号 2023-11-4-

E-829）。 
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Ⅲ 結果 

１．作業学習場面における機能的コミュニケーション訓練の効果 

 Fig.1に作業学習の 3場面における行動 

問題と機能的コミュニケーション行動の生 

起率及び全作業時間に対する作業従事時間

の比率（以下、作業従事率とする）推移を示

した。3場面のベースラは、全てのセッショ

ンにおいて行動問題が機能的コミュニケー

ション行動の生起率を上回った。 

不定期に注目を与える非随伴性強化期に

入ってからは、いずれの指導場面において

も徐々に行動問題が低減し、作業従事率も

向上した。しかし、非随伴性強化期 7 セッ

ション目に和紙はがし場面で行動問題の生

起率が 19.79％になるなど、その状態は安定

しなかった。機能的コミュニケーション行

動については漸増する様子が確認された。 

「休憩」のジェスチャーに対して言語称

賛し休憩を許可する介入Ⅰ期（カップ入れ

場面のみ実施）では、2セッション目に行動 

問題の生起率が 3.00％になったが、それ以

外のセッションでは 0.00％であり、作業従

事率も 100％であった。機能的コミュニケー

ション行動については、４回のセッション

のうち２回のセッションで生起した（生起率 1.00％）。 

「休憩」や「見て」のジェスチャーに対して言語称賛したり、休憩を許可したりする機能的

コミュニケーション訓練Ⅱ期に入ってからも、行動問題の生起率は一時的に増加することがあ

ったものの、全体的には生起率が低い状態が維持され、特に「カップ入れ」では、行動問題が

ほとんど生起しない状況が持続した。機能的コミュニケーション行動の生起率も増加し、行動

問題の生起率を上回ったセッション回数は、「カップ入れ場面」が 3/4回、「紙パックちぎり場

面」が 3/4回、「和紙はがし場面」が 2/3回になった。作業従事率についても、一時的に低くな

ることはあったものの、いずれの指導場面においても概ねベースライン期よりも高い従事率に

なった。 

２．般化場面における機能的コミュニケーション訓練の効果 

作業学習における機能的コミュニケーション訓練と同じ指導手続きで対応した結果、行動問

題と機能的コミュニケーション行動の生起率及び作業従事率は、Fig.2 に示すとおり、学内現

現場実習４日間に生起した行動問題が１回程度と非常に低い生起率であることが確認された。

機能的コミュニケーション行動についても、実習初日のみ低い生起率であったが、その後増加

し、その状態が維持された。作業従事率に関しては、実習期間中安定して、ほぼ 100％という
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高い従事率を維持した｡ 

 

Ⅳ 考察 

本研究では、音声言語の表出に困難を抱える生

徒Ａに対して機能的コミュニケーション訓練を

行い、行動問題の低減と機能的コミュニケーショ

ン行動の増加を図った。また、習得した機能的コ

ミュニケーション行動の般化についても指導を

行った。その結果、指導を開始してからは、作業

学習時のいずれの指導場面においても行動問題

が減少傾向を示し、機能的コミュニケーション訓

練Ⅱ期においては、行動問題の生起率は一時的に

増加することがあったものの、全体的には生起率

が低い状態が維持された。 

 また、機能的コミュニケーション行動の生起については、機能的コミュニケーション訓練Ⅱ

期に入ってから次第に生起率が高まり、大半のセッションにおいて機能的コミュニケーション

行動の生起率が行動問題の生起率より上回った。作業従事率についても、一時的に低くなるこ

とはあったものの、いずれの指導場面においても概ねベースライン期よりも高い従事率になっ

た。 

さらに、現場実習場面における機能的コミュニケーション行動の般化の状態については、行

動問題の表出も少なく、安定した作業従事率を示した。機能的コミュニケーション行動につい

ても、行動問題を上回り、上昇傾向が見られた。般化場面におけるベースラインデータがない

ことから、一概に般化できたと言い切ることはできないが、場面が変わっても機能的コミュニ

ケーション行動を表出することができたと言える。これは、場面が変わってもコミュニケーシ

ョンⅡ期と同様の指導手続きがとられたことが要因と考えられる。 

以上のことから、本研究で実施した機能的コミュニケーション訓練は、生徒Ａの行動問題を

減少させ、機能的コミュニケーション行動を増加させる有効な指導手続きであったと言える。

しかし、本研究の指導によって行動問題の完全消失には至ることはなかった。したがって、行

動問題の確実な消失を目指すためには指導の継続や見直しが必要であったと言える。また、機

能的コミュニケーション行動として選定した「休みます」と「見て」のジェスチャーについて

であるが、「見て」のジェスチャーは、すぐに習得することができたが、逃避のジェスチャー

は十分な習得には至らなかった。したがって、指示理解の困難を伴う知的障害のある生徒に機

能的コミュニケーション訓練を適用する際には、既にある行動レパートリーの中から、機能的

コミュニケーション行動を選定する必要性が示唆された。 
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令和５年度 課題研究指導体制 

 

科目名 学生 指導教員 

教
職
総
合
研
究
Ⅰ 

工藤 貴之 湯田拓史 

松田 崇 椋木 香子 

清 清香 永吉寛行 

前田 絵理 永吉寛行 

明利 尚美 永吉寛行 

児玉 真理 興津紀子 

高口 章子 木根主税 

秋吉 理佳 伊波富久美 

教
職
総
合
研
究
Ⅱ 

川野 洸哉 湯田拓史 

峯田 雅斗 湯田拓史 

岩切 香楠子 盛満 弥生 

上杉 結梨奈 椋木 香子 

槐島 萌々花 竹内 元 

日髙 千嘉子 竹内 元 

堀川 佳帆 竹内 元 

森田 悠希 椋木 香子 

榎本 翔太 木根主税 

黒木 敬亮 木根主税 

時任 大那 木根主税 

平原 弘稀 三輪佳見 

髙山 泰征 半田健 

原口 七菜子 若林上総 
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年次報告
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令和５年度教育学研究科教務委員会年次報告 

 

宮崎大学大学院教育学研究科の円滑な運営を図るため、宮崎大学大学院教育学研究科教

務委員会を置き、教務に関する事項について企画・審議している。年間約22回（平均月２

回）の開催を計画し、２月末現在で20回委員会を開催した（資料１）。主な議題は、入試

関連、教育実習関連、教育課程関連であり、各種専門委員会からの提案や報告についても

随時審議した。 

本年度の重要審議事項としては、宮崎県教育委員会派遣の現職教員学生を対象とした短

期履修制度の見直しを挙げることができる。また、この制度の見直しに伴って、教育実習

の在り方についても検討・改善を行い、現職教員学生と学部新卒学生との教育実習内容の

違いが明確になった。加えて、連携協力校についても近隣の公立学校の規模や状況に合わ

せて変更・拡充した（資料２）。 

 

参考資料 

資料１：令和５年度研究科教務委員会議事要旨 

資料２：宮崎大学大学院教育学研究科履修細則（改正 令和６年１月31日） 
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令和５年度教育学研究科 FD専門委員会年次報告 

 

 令和５年度は，例年に倣い３回の FD研修会を実施した。 

 

1.  令和５年度第１回教育学研究科 FD研修会 

令和５年６月 14日(水)に，23名が参加して，Zoomミーティングで実施した。 

 コロナ禍以前から一部の教職大学院にて導入されており，この３年間で急速に広まり，

独立行政法人教職員支援機構（NITS）においても研修の方法として促進されているリフレ

クションの導入について，湯田 FD専門委員会・副委員長より説明があった。これに対し

て，以下のような質疑・応答があった。 

⚫ 教師教育という視点から，リフレクションに関して何か補足はないか。 

Ａ：教師の実践そのものを学びの材料として捉えるという考えが注目されている。

また，リフレクションを段階的に行う研究も展開されている。教員研修において

は，最先端の知識を与えるだけでは実のある学びになりにくく，研修参加者がこれ

までに得てきた知識や経験をうまく活用するような研修ほど学びが深まるというこ

とから，リフレクションが推進されている。 

⚫ 院生の課題研究「リフレクションを導入した教員研修プログラム開発」について

は，現職院生の１年間の在り様について，どんな意義があったのかを振り返るもの

であるとよいのではないか。 

Ａ：現職院生の前期の共通必修科目について調べていくことも視野に入れて，今後

検討したい。 

⚫ 県教育研修センターで実施される教員研修について，リフレクションに関する工夫

等について聞きたい。 

Ａ：研修実施後のアンケートにより，受講者は自らの学びや今後の実践の展望とい

った視点で振り返るようにはしている。事前アンケートや研修後の追跡は実施して

いないこともあり，リフレクションが推進されているとは言い難い。今後は研修履

歴システムをうまく活用できるとよいのではないか。 

⚫ 宮崎大学教職大学院のディプロマ・ポリシーの「使命感・倫理感」にリフレクショ

ンが絡むと，「心のもちよう」といった精神的な部分に影響するのではないか。 

Ａ：確かに影響する部分はある。踏みとどまるところと推し進めるところを慎重に

見極める必要がある。「専門性」の中に「人間性」が重なることもある。 

⚫ これまでに行ってきた「振り返り」と「リフレクション」の違いについて，もう少

し詳しく聞きたい。 

Ａ：独立行政法人教職員支援機構における研修を受講しても，その違いを明確に理

解するまでに至らなかった。しかしながら，リフレクションのタイミング等の視点
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で整理，比較しながら議論していくとよいのではないか。また，現職院生について

は，これまでの学びの構造と教職大学院における学びの構造がどう影響し合うかを

見ていけばよいのではないか。 

  引き続いて，ルーブリック評価導入の進捗状況について，湯田 FD専門委員会・副委

員長より説明があり，以下のような質疑・応答があった。 

⚫ 教員研修と大学の学部や大学院で実施される講義との接続について聞きたい。 

Ａ：単位互換については，ポイント換算という形になる。ただし行政研修のみで完

全に大学院の単位が補完できるわけではない。単位互換については，県教委や県教

育研修センターと連携し，中・長期的に実現させる方向で進めている。研修履歴シ

ステムも活用できる。 

⚫ 単位互換は，どちらからどちらへ換算されるものなのかを知りたい。 

Ａ：当初は，教員研修をポイント換算し，教職大学院のいくつかの授業を免除する

という形だった。最終的には双方向を目指している。ストレート院生は初期研修の

免除等が考えられる。その際，大学でルーブリック評価を整備しておけば，教員研

修もそれをモデルとして構築しやすい。現職院生のみでなくストレート院生につい

ても，大学院での学びが教員研修に還元されていくとよい。今後，県教委や県教育

研修センターとの連携を密に行っていく必要がある。 

 

2.  令和５年度第２回教育学研究科 FD研修会 

 令和５年 10月 11日（水）に，教員 27名が参加して，４年ぶりの対面形式で実施し

た。 

令和５年度前期の８つの共通領域科目の受講学生による授業アンケートの集計結果を

Web Class上で共有しながら，それぞれの授業担当者から報告があり，改善について全員

で協議した。 

次に，ルーブリック評価への院生の参画，「学級経営の実践と課題」での実施の状況，

ルーブリック評価の導入に当たってマトリクスを設定するのに手間がかかるので手引を作

成し授業担当者の負担を軽減するよう組んでいること，これからもルーブリック評価を前

向きに進めていくが，同時にリフレクションの導入についても検討していきたい旨の報告

(湯田 FD専門委員会・副委員長)があった。 

 

3. 令和５年度第３回教育学研究科 FD研修会 

令和６年２月 22日（水）に，教員 22名が参加して，対面形式で実施した。 

令和５年度後期の７つの科目の受講学生による授業アンケートの集計結果をあらかじめ

Web Classによって共有した上で，それぞれの授業担当者から報告があり，改善について

全員で協議した。授業の内容や難易度に大きな変化はない科目がほとんどであったが，受
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⚫ 単位互換は，どちらからどちらへ換算されるものなのかを知りたい。 

Ａ：当初は，教員研修をポイント換算し，教職大学院のいくつかの授業を免除する

という形だった。最終的には双方向を目指している。ストレート院生は初期研修の

免除等が考えられる。その際，大学でルーブリック評価を整備しておけば，教員研

修もそれをモデルとして構築しやすい。現職院生のみでなくストレート院生につい

ても，大学院での学びが教員研修に還元されていくとよい。今後，県教委や県教育

研修センターとの連携を密に行っていく必要がある。 

 

2.  令和５年度第２回教育学研究科 FD研修会 

 令和５年 10月 11日（水）に，教員 27名が参加して，４年ぶりの対面形式で実施し

た。 

令和５年度前期の８つの共通領域科目の受講学生による授業アンケートの集計結果を

Web Class上で共有しながら，それぞれの授業担当者から報告があり，改善について全員

で協議した。 

次に，ルーブリック評価への院生の参画，「学級経営の実践と課題」での実施の状況，

ルーブリック評価の導入に当たってマトリクスを設定するのに手間がかかるので手引を作

成し授業担当者の負担を軽減するよう組んでいること，これからもルーブリック評価を前

向きに進めていくが，同時にリフレクションの導入についても検討していきたい旨の報告

(湯田 FD専門委員会・副委員長)があった。 

 

3. 令和５年度第３回教育学研究科 FD研修会 

令和６年２月 22日（水）に，教員 22名が参加して，対面形式で実施した。 

令和５年度後期の７つの科目の受講学生による授業アンケートの集計結果をあらかじめ

Web Classによって共有した上で，それぞれの授業担当者から報告があり，改善について

全員で協議した。授業の内容や難易度に大きな変化はない科目がほとんどであったが，受

講生のレディネスに差異があり，また，固有の評価傾向や要望が記述される科目がみられ

るようになったことが話題となった。 

次に，湯田 FD専門委員会・副委員長より，今回の FD研修会についての事後アンケート

への回答が依頼された。 

さらに，NITSが今後探究型の教員研修を目指していることと，国が進めている教員研修

の履修履歴システムと宮崎大学で行う教員研修との関連について，来年度の FD研修会等

で説明していく予定であると，湯田 FD専門委員会・副委員長より情報提供があった。 

大学の第４期中期目標として，ルーブリック評価の導入率の向上と，ポートフォリオの

導入が掲げられている。ルーブリック評価については，その捉え方に幅がある。今後はル

ーブリック評価の具体的な例が示され，徐々に質の高いルーブリック評価に移行していく

ことが，FD研修会でも話題となってくるのではないか。学部では，卒業論文にもルーブリ

ック評価が導入されるようである。大学院での課題研究の評価にも応用できるかもしれな

い旨の情報提供が戸ヶ﨑統括長よりあった。また，学校現場でのルーブリック評価につい

ては評価基準を用いるのが一般的であるが，宮崎大学のルーブリック評価の捉え方には幅

があるので留意してほしい旨，吉村教員より補足の情報提供があった。 

 

参考資料 

資料１： 令和５年度 第１回教育学研究科 FD研修会・記録 

資料２： 令和５年度 第２回教育学研究科 FD研修会・記録 

資料３： 令和５年度 第３回教育学研究科 FD研修会・記録 
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令和５年度附属学校教育実習専門委員会年次報告 

 

令和５年５月 19日に，基礎能力発展実習・メンターシップ実習の概要およびスケジュ

ールについての説明会を行った（資料１）。 

令和５年６月２日に，令和５年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習オリエンテー

ションを開催し，教育実習参加予定大学院生に対し，実習までの準備や課題提出，新型コ

ロナウイルス感染症への対応等について説明を行った。 

令和５年６月９日に附属小学校において附属学校教育実習連絡会議が開催され，令和５

年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の実施計画について大学院と附属学校との間

で意見交換が行われた（資料２）。 

令和５年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の主な日程は次の通りである。 

令和５年６月２日 基礎能力発展実習・メンターシップ実習オリエンテーション 

令和５年６月 30日 

   ～８月４日

（４日間） 

宮崎県教育研修センターにおけるメンターシップ実習 

令和５年７月 27日 附属学校における事前指導 

令和５年８月 18日 附属学校における直前指導 

令和５年８月 28日 

   ～９月 15日 

附属学校における基礎能力発展実習・メンターシップ実習 

 基礎能力発展実習に参加する院生１名が新型コロナウイルスに罹患し，出勤停止となっ

た。文部科学省からの事務連絡「令和５年度における教職大学院の実習の実施方法の弾力

化及び留意事項について」（資料３）に基づき，大学における補講を含む措置により単位

認定を行った。 

令和５年 10月 12日に，第 1回附属学校教育実習専門委員会を開催し，教育実習生の自

己評価結果を基に令和５年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の課題と改善案につ

いて協議した。その結果，大学院と附属学校の大学院実習に関する認識のずれが存在する

こと，一部教科の授業負担が過大であることなどが明らかとなった。また教育実習中の大

学教員・附属学校教員の指導意図とそれに対する院生の受け止め方に齟齬が生じているこ

とが明らかとなり，この件については教職実践開発専攻統括長に対応を依頼し，後日，統

括長および附属学校教育実習専門委員会委員長による大学院生への聞き取り調査が実施さ

れた（資料４）。 

令和５年 11月 14日に，第２回附属学校教育実習専門委員会を開催し，令和５年度基礎

能力発展実習・メンターシップ実習評価を行った。評価結果については，令和５年 11月

30日開催の研究科教務委員会で報告した（資料５）。また大学院生への聞き取り調査か

ら，大学院と附属学校の大学院実習に関する認識のずれが課題であることが明らかとなっ
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令和５年度附属学校教育実習専門委員会年次報告 

 

令和５年５月 19日に，基礎能力発展実習・メンターシップ実習の概要およびスケジュ

ールについての説明会を行った（資料１）。 

令和５年６月２日に，令和５年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習オリエンテー

ションを開催し，教育実習参加予定大学院生に対し，実習までの準備や課題提出，新型コ

ロナウイルス感染症への対応等について説明を行った。 

令和５年６月９日に附属小学校において附属学校教育実習連絡会議が開催され，令和５

年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の実施計画について大学院と附属学校との間

で意見交換が行われた（資料２）。 

令和５年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の主な日程は次の通りである。 

令和５年６月２日 基礎能力発展実習・メンターシップ実習オリエンテーション 

令和５年６月 30日 

   ～８月４日

（４日間） 

宮崎県教育研修センターにおけるメンターシップ実習 

令和５年７月 27日 附属学校における事前指導 

令和５年８月 18日 附属学校における直前指導 

令和５年８月 28日 

   ～９月 15日 

附属学校における基礎能力発展実習・メンターシップ実習 

 基礎能力発展実習に参加する院生１名が新型コロナウイルスに罹患し，出勤停止となっ

た。文部科学省からの事務連絡「令和５年度における教職大学院の実習の実施方法の弾力

化及び留意事項について」（資料３）に基づき，大学における補講を含む措置により単位

認定を行った。 

令和５年 10月 12日に，第 1回附属学校教育実習専門委員会を開催し，教育実習生の自

己評価結果を基に令和５年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の課題と改善案につ

いて協議した。その結果，大学院と附属学校の大学院実習に関する認識のずれが存在する

こと，一部教科の授業負担が過大であることなどが明らかとなった。また教育実習中の大

学教員・附属学校教員の指導意図とそれに対する院生の受け止め方に齟齬が生じているこ

とが明らかとなり，この件については教職実践開発専攻統括長に対応を依頼し，後日，統

括長および附属学校教育実習専門委員会委員長による大学院生への聞き取り調査が実施さ

れた（資料４）。 

令和５年 11月 14日に，第２回附属学校教育実習専門委員会を開催し，令和５年度基礎

能力発展実習・メンターシップ実習評価を行った。評価結果については，令和５年 11月

30日開催の研究科教務委員会で報告した（資料５）。また大学院生への聞き取り調査か

ら，大学院と附属学校の大学院実習に関する認識のずれが課題であることが明らかとなっ

たため，次年度は，附属学校の個々の教員に対し，大学院実習に関する説明資料を配布す

ることとした（資料６）。 

令和５年７月から，令和７年度以降の現職教員当大学院生の在籍２年化に伴う大学院教

育実習カリキュラムの変更について議論が進められてきた。令和６年１月 11日に開催さ

れた教育学研究科教務委員会にて，宮崎大学大学院教育学研究科履修細則の改正が検討さ

れ，メンターシップ実習については，基礎能力発展実習に合わせ，単位数を３単位から４

単位に変更することが決定した（資料７）。 

 令和６年２月６日に，令和５年度附属学校教育実習専門委員会拡大会議を開催し，令和

５年度教育実習の総括と令和６年度の改善事項について協議を行った（資料８）。大学院

と附属学校の大学院教育実習に関する認識のずれを解消するために，附属学校の個々の担

任・教科担当教員に対し，大学院実習についての説明と配慮のお願いについての文書を配

布すること，また一部教科の教育実習負担が過大であったことを踏まえ，基礎能力発展実

習における教育実習生担当授業数を概ね 10時間とすることについて附属学校側に要望し

た（資料８）。 

 

参考資料 

資料１：基礎能力発展実習・メンターシップ実習附属実習への心構え説明会資料 

資料２：令和５年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習実施計画 

資料３：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課事務連絡「令和５年度における教職大

学院の実習の実施方法の弾力化及び留意事項について」 

資料４：令和５年度第１回附属学校教育実習専門委員会議事録 

資料５：令和５年度第 15回研究科教務委員会議事録 

資料６：令和５年度第２回附属学校教育実習専門委員会議事録 

資料７：令和５年度第 17回研究科教務委員会資料 

資料８：令和５年度度附属学校教育実習専門委員会拡大会議議事録 
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令和５年度教職大学院連携協力校等教育実習専門委員会年次報告 

 

令和５年度、連携協力校等教育実習専門委員会は、教職実践高度化コースならびに教科領域

指導力高度化コースの連携協力校での教育実習とインターンシップ実習を担当した。新型コロ

ナウイルス感染症の第５類への移行にも対応しつつ、感染症対策を実習校や教育委員会などの

関係機関の意見もふまえながら状況に合わせて行った。今年度も、ほぼ通常通りの形で教育実

習を実施することができた。 

学校教育実践研究実習（春実習）は５月 22日から６月 30日の間の３週間で実施され（実習

校によって実施時期が異なる）、教育実践開発研究実習（秋実習）は 10月 16日から 11月 28

日の間の４週間で実施された（実習校によって実施時期が異なる）。なお、インターンシップ

実習は希望者が選択で実施するものであるが、結果的には１名の実施に留まった。 

また、今年度は、宮崎市教育委員会との協議のもと、来年度（令和６年度）の実施に向けて

連携協力校の再編（一部組み替え）を行った。これは、教職大学院発足時に連携協力校となっ

ていただいた学校の環境が大きく変化し、教職大学院の教育実習生の受入が難しい状況となっ

た学校が出てきたことによるものである。新規候補の学校を訪問して詳細な説明を行い、学校

側のご理解のもと、来年度からの新たな連携協力校の体制を構築することができた。 

本部会の業務は連携協力校における教育実習の運営全般であり、その業務の推移を詳細に述

べることは紙幅的に困難であるが、本部会が行った会議や協議、説明会などは以下の通りであ

る。 

日 程 会議、説明会、およびその主な内容 

令和５年 

４月４日 

４月４日 

４月 17日 

４月 20日 

 

 

 

 

７月 25日 

 

９月 26日～

29日 

10月 19日 

 

 

10月 26日～

30日 

 

第１回会議（対面）－年度スケジュールと業務分担について 

連携協力校教育実習説明会－大学院学生・教員向け 

連携協力校における教育実習に係る説明会 

連携協力校における教育実習に係る説明会 

 ＊上記の説明会は、例年同じ内容を２回開催し、実習校の都合の良い方

に出席していただく方式で運用している。なお、実習に関わっていた

だく複数の先生の出席の機会を増やす意図をもって、対面ではなくオ

ンライン形式で実施した。 

第２回会議（対面）－学校教育実践研究実習（春実習）の成績評価、実習

校からのアンケート結果、次年度実習生配置案について 

第３回会議（メール審議）－インターンシップ実習Ⅱの申請について 

 

第４回会議（対面）－教員採用試験実施時期の変更をふまえての令和６年

度の教育実習時期（学部実習の時期変更もふまえ）、連携協力校再編につい

て 

第５回会議（メール会議）－教育実践開発研究実習（秋実習）期間中の他

行事参加の扱いについて 
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令和５年度、連携協力校等教育実習専門委員会は、教職実践高度化コースならびに教科領域

指導力高度化コースの連携協力校での教育実習とインターンシップ実習を担当した。新型コロ

ナウイルス感染症の第５類への移行にも対応しつつ、感染症対策を実習校や教育委員会などの

関係機関の意見もふまえながら状況に合わせて行った。今年度も、ほぼ通常通りの形で教育実

習を実施することができた。 

学校教育実践研究実習（春実習）は５月 22日から６月 30日の間の３週間で実施され（実習

校によって実施時期が異なる）、教育実践開発研究実習（秋実習）は 10月 16日から 11月 28

日の間の４週間で実施された（実習校によって実施時期が異なる）。なお、インターンシップ

実習は希望者が選択で実施するものであるが、結果的には１名の実施に留まった。 

また、今年度は、宮崎市教育委員会との協議のもと、来年度（令和６年度）の実施に向けて

連携協力校の再編（一部組み替え）を行った。これは、教職大学院発足時に連携協力校となっ

ていただいた学校の環境が大きく変化し、教職大学院の教育実習生の受入が難しい状況となっ

た学校が出てきたことによるものである。新規候補の学校を訪問して詳細な説明を行い、学校

側のご理解のもと、来年度からの新たな連携協力校の体制を構築することができた。 

本部会の業務は連携協力校における教育実習の運営全般であり、その業務の推移を詳細に述

べることは紙幅的に困難であるが、本部会が行った会議や協議、説明会などは以下の通りであ

る。 

日 程 会議、説明会、およびその主な内容 

令和５年 

４月４日 

４月４日 

４月 17日 

４月 20日 

 

 

 

 

７月 25日 

 

９月 26日～

29日 

10月 19日 

 

 

10月 26日～

30日 

 

第１回会議（対面）－年度スケジュールと業務分担について 

連携協力校教育実習説明会－大学院学生・教員向け 

連携協力校における教育実習に係る説明会 

連携協力校における教育実習に係る説明会 

 ＊上記の説明会は、例年同じ内容を２回開催し、実習校の都合の良い方

に出席していただく方式で運用している。なお、実習に関わっていた

だく複数の先生の出席の機会を増やす意図をもって、対面ではなくオ

ンライン形式で実施した。 

第２回会議（対面）－学校教育実践研究実習（春実習）の成績評価、実習

校からのアンケート結果、次年度実習生配置案について 

第３回会議（メール審議）－インターンシップ実習Ⅱの申請について 

 

第４回会議（対面）－教員採用試験実施時期の変更をふまえての令和６年

度の教育実習時期（学部実習の時期変更もふまえ）、連携協力校再編につい

て 

第５回会議（メール会議）－教育実践開発研究実習（秋実習）期間中の他

行事参加の扱いについて 

12月７日～

13日 

12月８日 

 

令和６年 

１月 10日 

 

２月８日 

３月 13日 

３月 

 

年間を通じ

て随時 

第６回会議（メール会議）－宮崎大学大学院教育学研究科連携協力校等教

育実習専門委員会細則改正について 

令和５年度宮崎大学大学院教育学研究科連携協力校等教育実習連絡会議

（対面開催） 

 

第７回会議（対面）－教育実践開発研究実習（秋実習）の成績、連携協力

校アンケート結果について 

第８回会議（対面）－インターンシップ実習Ⅱ成績について 

第９回会議－令和５年度の実習の振り返り、令和６年度の実習について 

インターンシップ実習Ⅱについての説明会－来年度の２年生対象 

 

上記記載以外のメール協議・打ち合わせ（連携協力校との連絡報告等） 

 

 

 

参考資料 

資料 1：「実習の手引き」（連携協力校関係） 

資料 2：教育実習に関する説明書類（学生向け）ならびに提出書類様式（一式） 

資料 3：連携協力校教育実習説明会運営要項、説明資料 

資料 4：第１回会議通知、資料、議事録 

資料 5：第２回会議通知、資料、議事録 

資料 6：第３回会議（メール会議）通知、議事録 

資料 7：第４回会議通知、議事録、R4 教育実習配置案 資料 

資料 8：第５回会議（メール会議）通知、議事録、連携協力校説明会運営要項 

資料 9：第６回会議（メール会議）通知、資料、議事録 

資料 10：連携協力校等教育実習連絡会議運営要項、説明資料 

資料 11：第７回会議通知、資料、議事録 

資料 12：第８回会議通知、資料、議事録 

資料 13：第９回会議通知、資料（令和 6年度連携協力校における教育実習について他）、議事

録 

資料 14：連携協力校の再編について 
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令和５年度学習達成度評価専門委員会年次報告 

 

教職大学院の修了認定に関わる「教職総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の進め方、評価

について会議を開催し、以下のように決めて運営した。 

①第１回会議（令和５年４月５日）  

令和５年度の事業全体の日程及び進め方を確認した。またオンデマンド用のビデオ撮影

について、質疑応答を除いた発表のみを配信することを決めた（資料１）。 

②教職総合研究Ⅰ・Ⅱ に係る説明会（令和５年４月 14 日）を実施した（資料２）。 

③第２回会議（メール会議：令和５年 12 月 11 日～14 日） 

教職総合研究Ⅰ・Ⅱ外部評価委員及び課題研究発表会指導助言者を決定した（資料３)｡ 

④課題研究発表会の説明会（令和５年 12 月 15 日）を実施した（資料４）。 

⑤ポートフォリオ及び課題研究リポートを受領し、担当教員の評価結果をまとめ、評価会

議に提出する評価案を作成した（令和６年１月 31 日）。 

⑥課題研究発表会及び学習達成度評価会議（令和６年２月３日）を開催した。発表会で

は、本委員会委員が発表会場の準備・片付け、外部評価委員への評価方法の説明等、発表

会全体を運営した（資料５）。評価会議に関しては、ポートフォリオなど会議資料を整備

し、会議の進行をリードした。 

⑦第３回会議（令和６年３月４日） 

 令和５年度の反省に基づいて、令和６年度の「教職総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の

日程、実施方法を検討した。 

 

参考資料 

資料１：R5_第 1 回_学習達成度評価専門委員会議事要約 

資料２：令和５年度 教職総合研究Ⅰ・Ⅱに係る説明会について（M1・M2・現職用） 

資料３：R5_第 2 回_学習達成度評価専門委員会議事要項（メール会議）  

資料４：R5発表会説明会レジュメ 

資料５：R5  実施要項【４会場対面用（決定）】  
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令和５年度学習達成度評価専門委員会年次報告 

 

教職大学院の修了認定に関わる「教職総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の進め方、評価

について会議を開催し、以下のように決めて運営した。 

①第１回会議（令和５年４月５日）  

令和５年度の事業全体の日程及び進め方を確認した。またオンデマンド用のビデオ撮影

について、質疑応答を除いた発表のみを配信することを決めた（資料１）。 

②教職総合研究Ⅰ・Ⅱ に係る説明会（令和５年４月 14 日）を実施した（資料２）。 

③第２回会議（メール会議：令和５年 12 月 11 日～14 日） 

教職総合研究Ⅰ・Ⅱ外部評価委員及び課題研究発表会指導助言者を決定した（資料３)｡ 

④課題研究発表会の説明会（令和５年 12 月 15 日）を実施した（資料４）。 

⑤ポートフォリオ及び課題研究リポートを受領し、担当教員の評価結果をまとめ、評価会

議に提出する評価案を作成した（令和６年１月 31 日）。 

⑥課題研究発表会及び学習達成度評価会議（令和６年２月３日）を開催した。発表会で

は、本委員会委員が発表会場の準備・片付け、外部評価委員への評価方法の説明等、発表

会全体を運営した（資料５）。評価会議に関しては、ポートフォリオなど会議資料を整備

し、会議の進行をリードした。 

⑦第３回会議（令和６年３月４日） 

 令和５年度の反省に基づいて、令和６年度の「教職総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の

日程、実施方法を検討した。 

 

参考資料 

資料１：R5_第 1 回_学習達成度評価専門委員会議事要約 

資料２：令和５年度 教職総合研究Ⅰ・Ⅱに係る説明会について（M1・M2・現職用） 

資料３：R5_第 2 回_学習達成度評価専門委員会議事要項（メール会議）  

資料４：R5発表会説明会レジュメ 

資料５：R5  実施要項【４会場対面用（決定）】  

令和５年度教職大学院入試専門委員会年次報告 

 

令和 5年度においては下記の日程で教職大学院入試専門委員会を開催し，大学院入試に

係る案件について審議・検討を行った。 

5月 18日（木）第 1回入試専門委員会【対面】 

入試専門委員会の日程や業務分担について確認・検討を行った。また，現職院生の 2年

化に伴う対応として，募集要項の追加情報掲載（本学研究科 Web）などを確認した。 

7月 26日（水）第 2回入試専門委員会【対面】 

教育学研究科入試（第一次募集）について，合格者選考要領，実施計画書および口述試

験マニュアルの作成・確認を行った。また，筆記試験免除および筆記試験代替の審査委員

会委員の選出を行った。 

9月 12日（火）第 3回入試専門委員会【オンライン】 

教育学研究科入試（第一次募集）について，実施体制の作成・確認を行った。 

10月 31日（火）第 4回入試専門委員会【対面】 

教育学研究科入試（第二次募集）について，合格者選考要領，実施計画書および口述試

験マニュアルの作成・確認を行った。また，筆記試験免除の審査委員会委員の選出を行っ

た。 

11月 28日（火）第 5回入試専門委員会【対面】 

教育学研究科入試（第二次募集）について，実施体制の作成・確認を行った。 

2月 21日（水）第 6回入試専門委員会【対面】 

令和 7年度宮崎大学大学院教育学研究科学生募集要項案について検討を行った。令和 7

年度教育学研究科入試よりインターネット出願に変更となることから，記載内容を大幅に

修正した。加えて，現職教員の標準修業年限（2年間）についても明確化し，志願者の混

乱を避けるよう学習スタイルの具体例などを示した。また，教職大学院に関するニーズ調

査集計結果（2023年度）の報告を行った。 

 
参考資料 

資料１：令和 6年度 宮崎大学大学院 教育学研究科 学生募集要項 

資料２：令和 6年度 第 1次入試実施計画書 

資料３：令和 6年度 第 1次入試選考要領 

資料４：令和 6年度 第 2次入試実施計画書 

資料５：令和 6年度 第 2次入試選考要領 
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令和５年度教育学研究科学生支援専門委員会年次報告 

 

 学生支援専門委員会では、主に学生生活に関することと教職就職対策に関することの支

援を行なっている（資料１）。具体的には、教員採用試験に関する情報交換会の企画・実施、

教員採用試験対策の企画・実施、学生相談窓口の設置、現職院生と研究者教員との意見交流

会の実施、奨学金対象者の推薦、修了予定者を対象とした特別選考試験のための学内推薦選

考の実施、院生自習室の整備などである。 

 教員採用試験に関する情報交換会は、６回実施した。情報交換会はここ数年、院生同士の

交流の場としても位置付けて実施している。近年、教員採用試験に合格して入学する院生が

多く、教員採用試験対策が必要な院生の数が減少しており、また、新型コロナウイルス感染

拡大防止のため、院生同士の交流の機会が減少していたためである。特に、現職院生とスト

レート院生が交流する場が設定できない状況が続いているため、情報交換会での交流が院

生同士のつながりを作る貴重な機会となっている。 

 その他の教員採用試験対策として、例年通り、７月下旬と８月に、個人面接・模擬授業の

個別指導を実施した（資料４）。個人面接指導では、英会話を含む面接指導を行った。また、

受験者が例年よりも少ないため、学部生とのグループワークなども設定した。今年度の教員

採用試験に不合格となった院生に対しては、実務家教員からの個別指導を実施するととも

に、宮崎県公立学校教員採用試験選考試験における「宮崎大学教職大学院修了予定者を対象

とした特別選考試験」に基づく大学院の推薦を受けるよう指導を行なっている。次年度から

教員採用試験が１ヶ月ほど前倒しされたため、この学内推薦選考のスケジュール調整が課

題となった。次年度に向けて、実施要項の修正が必要である。 

 現職院生への支援として、現職院生と研究者教員との意見交流会を８月４日に実施した。

研究科長、専門職学位課程統括長、学生支援専門委員会所属の研究者教員の他、数名の研究

者教員が参加し、通常の授業で関わりのない研究者教員との意見交流などを行った。今年度

は日程調整が遅れたことが課題であった。また、学生相談についても十分な対応ができなか

った。多様なニーズや不安へ対応していくために、大学教員同士の密な情報共有や、他の専

門委員会との連携の工夫が必要である。 

 また、感染症により中断している修了生との研修交流会についても、来年度以降、再開に

向けて動いていく必要がある。 

 
参考資料 

資料１：宮崎大学大学院教育学研究科学生支援専門委員会細則 

資料２：情報交換会資料（第１回、第２回、第３回、第４回、スタートアップ講座、第 

６回） 

資料３：令和５年度「情報交換会」の実績報告 
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資料４：教員採用試験第１・２期対策指導実績 
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令和５年度教育学研究科コース委員会年次報告 

 

宮崎大学大学院教育学研究科教職実践開発専攻の各コースの円滑な運営を促進するた

め、宮崎大学大学院教育学研究科コース委員会を置き、企画・運営等に関する事項につい

て審議している。年間数回の開催を計画しているが、２月末現在までに２回の委員会を開

催している。 

主な議題は、以下の通り（議事録より抜粋）である。 

 

第１回（８月17日） 

議題 

１．筆記試験免除判定 

筆記試験免除に関する申合せに基づき、筆記試験免除申請について審査を行った。申請

者から提出された資料を基に行った判定結果を、次回研究科教務委員会に提案することと

なった。 

２．共通問題・教育に関する小論文の作問 

共通問題と「教育に関する小論文（社会人経験者）」の問題について検討を行った。 

 

第２回（９月11日） 

議題： 

１．現職教員等の筆記試験代替措置判定 

代替措置に関する申合せに基づき、筆記試験代替申請について審査を行った。コース委

員会の判定結果を、次回研究科教務委員会に提案することとなった。 

２．「学校における実習」の免除措置の判定 

「学校における実習」の免除措置に関する内規に基づき、「学校における実習」の免除

借置申請について審査を行った。コース委員会の判定結果を研究科教務委員会に提案する

こととなった。 
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令和５年度教育学研究科コース委員会年次報告 

 

宮崎大学大学院教育学研究科教職実践開発専攻の各コースの円滑な運営を促進するた

め、宮崎大学大学院教育学研究科コース委員会を置き、企画・運営等に関する事項につい

て審議している。年間数回の開催を計画しているが、２月末現在までに２回の委員会を開

催している。 

主な議題は、以下の通り（議事録より抜粋）である。 

 

第１回（８月17日） 

議題 

１．筆記試験免除判定 

筆記試験免除に関する申合せに基づき、筆記試験免除申請について審査を行った。申請

者から提出された資料を基に行った判定結果を、次回研究科教務委員会に提案することと

なった。 

２．共通問題・教育に関する小論文の作問 

共通問題と「教育に関する小論文（社会人経験者）」の問題について検討を行った。 

 

第２回（９月11日） 

議題： 

１．現職教員等の筆記試験代替措置判定 

代替措置に関する申合せに基づき、筆記試験代替申請について審査を行った。コース委

員会の判定結果を、次回研究科教務委員会に提案することとなった。 

２．「学校における実習」の免除措置の判定 

「学校における実習」の免除措置に関する内規に基づき、「学校における実習」の免除

借置申請について審査を行った。コース委員会の判定結果を研究科教務委員会に提案する

こととなった。 

 

 

令和５年度教育学研究科教育質保証・向上委員会年次報告 

 

宮崎大学大学院教育学研究科における教育の内部質保証に関する方針・責任体制を明確

にし、教育の質保証を継続的に行い、教育内容・方法を発展させ質向上を促進するため、

宮崎大学大学院教育学研究科教育質保証・向上委員会を置き、内部質保証に関する事項に

ついて審議している。主な議題は、以下の通り（議事録より抜粋）である。 

 

第 1回 （令和６年１月 31日（水）9：00～10：00） 

 

議題 

1 教職課程特別委員会からの検討依頼への対応について 

2 R7年度からの短期履修制度見直しにともなう教育体制について 

3 R6年度入学予定の 14条適用の社会人学生の教育体制について 

4 R6年度以降の「大学院生指導費」について 

 

報告 

1 R5年度フォローアップ事業について 

 

139



令和５年度広報委員会（教職大学院）年次報告 

 

 本学の組織としては、広報委員会は教育学部・教育学研究科それぞれにあるものではなく、

学部・大学院併せての委員会であるが、ここでは教職大学院（教育学研究科）の広報活動に絞

って報告する。 

 大学院入学の相談については原則として、教務・学生支援係を窓口として随時相談や助言を

受け付けている。授業内容や具体的な研究相談等については、内容によって教務・学生支援係

からその担当教員のところに相談情報が寄せられ、その後教員と希望者が対面もしくはオンラ

インで相談に応じる体制を取っている。この体制の周知も、下記に示す説明会・相談会等で行

ってきた。結果的には、今年度は遠隔地居住者からの相談は２件にとどまったものの、２件と

もその問い合わせ者がその後に行われた進学相談会に出席して、より詳しい説明を受けること

ができたことから、ハイブリッド対応による丁寧な広報を行ったことになった。 

 以下、本年度実施した入学・進学相談会等の概要である。 

 

○６月 24日（土）13:00～15:00（まちなかキャンパス）２名 

 （内訳） 

 他大学４年生１名、社会人１名 

○６月 28日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室）５名 

 （内訳） 

 本学教育学部４年生３名、他大学４年生１名、社会人１名 

○８月 11日（金）13:00～15:00（教育学部実験・研究棟 大学院講義室）３名 

 （内訳） 

 現職教員１名、本学教育学部４年生１名、農学部４年生１名 

○10月 25日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室）３名 

 （内訳） 

 本学教育学部３年生３名 

○12月６日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室）２名 

 （内訳） 

 本学教育学部３年生２名 

○２月５日（月）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室）８名 

 （内訳） 

 本学教育学部３年生６名、同２年生１名、社会人１名 

 

今年度は、他大学への働きかけに力を注ぐ予定であったが、予定していた時期に各大学で新

型コロナウイルス感染拡大等の事情で、説明会への参加を断念せざるを得ない状況となった。

ホームページの充実等、引き続き広報活動に努めていきたい。 
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令和５年度広報委員会（教職大学院）年次報告 

 

 本学の組織としては、広報委員会は教育学部・教育学研究科それぞれにあるものではなく、

学部・大学院併せての委員会であるが、ここでは教職大学院（教育学研究科）の広報活動に絞

って報告する。 

 大学院入学の相談については原則として、教務・学生支援係を窓口として随時相談や助言を

受け付けている。授業内容や具体的な研究相談等については、内容によって教務・学生支援係

からその担当教員のところに相談情報が寄せられ、その後教員と希望者が対面もしくはオンラ

インで相談に応じる体制を取っている。この体制の周知も、下記に示す説明会・相談会等で行

ってきた。結果的には、今年度は遠隔地居住者からの相談は２件にとどまったものの、２件と

もその問い合わせ者がその後に行われた進学相談会に出席して、より詳しい説明を受けること

ができたことから、ハイブリッド対応による丁寧な広報を行ったことになった。 

 以下、本年度実施した入学・進学相談会等の概要である。 

 

○６月 24日（土）13:00～15:00（まちなかキャンパス）２名 

 （内訳） 

 他大学４年生１名、社会人１名 

○６月 28日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室）５名 

 （内訳） 

 本学教育学部４年生３名、他大学４年生１名、社会人１名 

○８月 11日（金）13:00～15:00（教育学部実験・研究棟 大学院講義室）３名 

 （内訳） 

 現職教員１名、本学教育学部４年生１名、農学部４年生１名 

○10月 25日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室）３名 

 （内訳） 

 本学教育学部３年生３名 

○12月６日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室）２名 

 （内訳） 

 本学教育学部３年生２名 

○２月５日（月）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室）８名 

 （内訳） 

 本学教育学部３年生６名、同２年生１名、社会人１名 

 

今年度は、他大学への働きかけに力を注ぐ予定であったが、予定していた時期に各大学で新

型コロナウイルス感染拡大等の事情で、説明会への参加を断念せざるを得ない状況となった。

ホームページの充実等、引き続き広報活動に努めていきたい。 

令和５年度教職大学院年報刊行委員会年次報告 

 

令和５年２月 28日までに，教職大学院年報第３号に対して研究論文２本・実践報告４

本の投稿があった。教職大学院年報刊行規程（資料１）に基づき，投稿された研究論文に

ついて研究者専任教員各２名に対して点検を依頼した。点検結果に基づき令和５年４月 20

日研究科教務委委員会に研究論文２本・実践報告４本の年報掲載を提案し，了承された

（資料２）。 

令和５年６月 30日，研究論文２本・実践報告４本のほか，課題研究リポート報告 12

報，研究科年次報告を含む教職大学院年報第３号が刊行された（資料３）。 

令和５年 12月 15日に開催された課題研究発表会の中で，修了予定大学院生に対し，教

職大学院年報第４号原稿募集を通知した。令和６年２月２日より，Webclass上で教職大学

院年報第４号の原稿募集を開始した（資料４）。 

 
参考資料 

資料１：教職大学院年報刊行規程 

資料２：令和５年度第２回研究科教務委委員会議事録 

資料３：教職大学院年報第３号 

資料４：Webclass【2024年 2月 2日掲載】教職大学院年報投稿窓口 
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○宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行規程 

 

 

 

 

  改正 令和４年２月２日   

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大学院年報」（以下「年報」

という。）の投稿及び編集・刊行に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 

（収録内容） 

第２条 年報は、教職実践の高度化に関する研究論文、実践報告、課題研究リポート報告及

び研究科年次報告で構成する。      

 

（投稿資格） 

第３条 研究論文及び実践報告の投稿資格は、次の各号のいずれかに該当する者とする。               

 (1) 宮崎大学大学院教育学研究科（以下「研究科」という。）院生  

 (2) 研究科若しくは宮崎大学教育学部の専任教員又は宮崎大学教育学部附属学校園教員 

 (3) 研究科教職実践開発専攻修了生（ただし、研究科専任教員との共著による研究論文の

みとする。） 

 (4) その他宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行委員会が認めた者 

 

（委員会） 

第４条 年報の編集・刊行等に関わる運営業務を行うため宮崎大学大学院教育学研究科年

報刊行委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 教職実践高度化コース研究者教員 １人 

(2) 教科領域指導力高度化コース研究者教員 １人 

(3) 特別支援教育コース担当研究者教員 １人 

(4) 実務家教員 １人 

(5) その他委員会が必要と認めた者 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じたときの後任者

の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は前条第１号から第３号までの委員

の中から教育学研究科専門職学位課程統括長が指名し、副委員長は委員長が指名する。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときはその職務を代行する。 

 

（刊行） 

第６条 委員会は、年１回年報を刊行する。 

２ 委員会は、必要に応じ研究科委員会の議を経て、特別号を刊行することができる。 

 

（研究論文及び実践報告の投稿編数及び執筆ページ数） 

第７条 投稿は、１人につき、各号、単著・共著合わせて３編までとする。ただし、単著の

令和３年２月３日 

制 定 
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○宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行規程 

 

 

 

 

  改正 令和４年２月２日   

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大学院年報」（以下「年報」

という。）の投稿及び編集・刊行に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 

（収録内容） 

第２条 年報は、教職実践の高度化に関する研究論文、実践報告、課題研究リポート報告及

び研究科年次報告で構成する。      

 

（投稿資格） 

第３条 研究論文及び実践報告の投稿資格は、次の各号のいずれかに該当する者とする。               

 (1) 宮崎大学大学院教育学研究科（以下「研究科」という。）院生  

 (2) 研究科若しくは宮崎大学教育学部の専任教員又は宮崎大学教育学部附属学校園教員 

 (3) 研究科教職実践開発専攻修了生（ただし、研究科専任教員との共著による研究論文の

みとする。） 

 (4) その他宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行委員会が認めた者 

 

（委員会） 

第４条 年報の編集・刊行等に関わる運営業務を行うため宮崎大学大学院教育学研究科年

報刊行委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 教職実践高度化コース研究者教員 １人 

(2) 教科領域指導力高度化コース研究者教員 １人 

(3) 特別支援教育コース担当研究者教員 １人 

(4) 実務家教員 １人 

(5) その他委員会が必要と認めた者 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じたときの後任者

の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は前条第１号から第３号までの委員

の中から教育学研究科専門職学位課程統括長が指名し、副委員長は委員長が指名する。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときはその職務を代行する。 

 

（刊行） 

第６条 委員会は、年１回年報を刊行する。 

２ 委員会は、必要に応じ研究科委員会の議を経て、特別号を刊行することができる。 

 

（研究論文及び実践報告の投稿編数及び執筆ページ数） 

第７条 投稿は、１人につき、各号、単著・共著合わせて３編までとする。ただし、単著の

令和３年２月３日 

制 定 

みの場合は２編までとする。 

２ 執筆可能ページ数は、１号につき、刷り上がり 10ページまでとする。共著の場合、ペ

ージ数の換算方法は執筆者による均等割とする。 

         

（研究論文及び実践報告の書式等） 

第８条 原稿の書式等は、委員会が別に定める「宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大

学院年報」執筆要領」によるものとする。 

 

（研究論文及び実践報告の原稿の提出） 

第９条 投稿の申込みに当たっては、次により取り扱うものとする。 

 (1) 投稿の申込みは、宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大学院年報」投稿申込書に

原稿を添えて、毎年２月末までに委員会に提出するものとする。ただし、２月末が休日

に当たるときは、その直前の平日までに委員会に提出するものとする。 

 (2) 原稿の締切りは、期日を厳守すること。締切り後は受理しない。なお、一旦受理した

原稿は校正まで返却しない。 

 

（研究論文及び実践報告の原稿採否の決定）  

第１０条 研究論文の採否については、委員会が指名する研究科専任教員２人による意見

をもとに委員会が原案を作成し、研究科委員会の議を経て、決定する。 

２ 実践報告の採否については、委員会が決定する。 

 

（研究論文及び実践報告の校正） 

第１１条 校正は、執筆者が行う。その際、内容の変更は認めない。校正は、２回をもって

校了とする。 

 

（課題研究リポート報告及び研究科年次報告の提出） 

第１２条 課題研究リポート報告及び研究科年次報告の提出に当たっては、次により取り

扱うものとする。なお、提出期限は、毎年２月末とし、２月末が休日に当たるときは、そ

の直前の平日とする。 

 (1) 課題研究リポート報告については、教育学研究科学習達成度評価専門委員会が取り

まとめを行い、委員会に提出するものとする。 

 (2) 研究科年次報告については、教育学研究科の各委員会がそれぞれ年次の報告を作成

し、委員会に提出するものとする。 

 

（刊行費） 

第１３条 刊行費は、研究科共通経費とする。 

 

（著作権の帰属等） 

第１４条 年報に掲載された投稿物の著作権は、研究科に帰属する。ただし、著者が掲載論

文を教育的な目的のために利用する限りにおいては研究科の許可を必要としないものと

する。 

２ 研究科は、学術研究の成果並びに活動状況を発表し、広く学内外との学術交流を果たす

ため、掲載論文等を「宮崎大学学術情報リポジトリ」に登録するものとする。 

        

（その他） 

第１５条 この規程に定めるもののほか、年報の投稿及び編集・刊行に関して必要な事項

は、委員会で決定する。 
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   附 則 

この規程は、令和３年２月３日から施行する。 

 

  附 則 

１ この規程は、令和４年２月２日から施行する。 
２ 宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行専門委員会細則（令和３年２月３日制定）は、廃
止する。 

３ この規程の施行後、最初に選出される委員の任期は、第４条第３項の規定にかかわら
ず、令和４年３月 31日までとする。 
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竹内 元 
若林 上総 
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   附 則 

この規程は、令和３年２月３日から施行する。 

 

  附 則 

１ この規程は、令和４年２月２日から施行する。 
２ 宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行専門委員会細則（令和３年２月３日制定）は、廃
止する。 

３ この規程の施行後、最初に選出される委員の任期は、第４条第３項の規定にかかわら
ず、令和４年３月 31日までとする。 
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